
第V章 郊外地域における主 婦 の 日 常 活 動

尾張姐市の事例

l 概説

制約を 考 慮 し な が ら 日常活動を理解するために試みられ て い る ア プ ロ ー チ に は 、

大別して二つの方向があると思われる。一つは、時間地理学の制約概念(とくに

結合の制約と権威の制約)をおもに用い、活動の選択に対す る 説 明 を 試 み る も の

である。例えば、 Predand Palm(1978)は、子供を持つ仮想 的 な 4人の女性を取り

上げ、 l日の余暇時閣を利用して社会参加しようとする際に女性にのしかかる制

約を明らかにしている。第 2の方向は Tivers(1984lに代表され、必ずしも時間地

理学の制約概念だけにとらわれず、もっと幅広い制約を考察しようとするもので

ある。 彼女は、ロンドン市内の南部に住む幼い子供をもっ母親 400人の調査を行な

い 、女性の役割に関する社会的規範は時間地理学の制約や権威の制約だけでは理

解が困難 なこと、こうした女性たちはフルタイム働く女性に比べてさほど大きな

時間的制約があるわけではないことから、時間地理学の制約慨念よりもより幅広

い「社会的制約Jと 言 う概念を用いて活動の分析を試みてい る 。

筆者の立場も Tiversのそれに近い。 前章では、時間地理 学の制約は、ある与え

られた状況が既に明らかとなっている場合には活動の分析に 有 効 で あ る が 、 現 実

にどの ような活動が行なわれているか明らかにしようとす る 場 合 に は 困 難 が 生 じ

る ことを指摘した。本章 でも前章に引き続き、プロジェク卜慨念を用いて大都市

の主婦の日常活動の組み立てを明らかにすることを目的とする。ただし、前章で

は名古屋市東区という都市の内部地域を対象地域としてその地域に居住する主婦

の 日 常活動の組み立てを考察したが、本章では、名古屋市東部に隣接する郊外地

域の尾張旭市を対象地域として取り上げ、前章で用いた手法がどれだけ普遍性を

持つのか、そして、異なる地域における主婦の日常行動に差異が認められるのか

などにも着目する。

2 対象 地 域 と デ ー タ 収集方法

分析に用いたデータは、 名 古 屋 市 の 東 部 に 隣 接 す る 尾 狼旭市瑞鳳小学校区に住

む37人の主婦を対象とする、 4週間の時間車l用と外出行動に関する記録からなる。

調査方法は、前章で行なった方法と同じであり、調査は、 1981年 11月からは月に

かけて実施した。
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前章 で報告したサンプルと本章のサ/プルとを比較すると、居住年数がやや短

かく、ライフサイクルの段階が比較的早く(子供が幼し、〉、ほとんどの世帯が車

を保有すしており、パートタイマー (内 職を含む )として 働 いている主婦の割合

が高い、といった違いがみられる。これらの速いは、都市内の古い住宅地と郊外

の新しい住宅地という差にほぼ対応すると考えられる。本主主では、こうしたサン

プルの遠いや居住環境の 違いに考慮しながら、主婦の日常活動がどのように組み

立てられ、その中で生起するトリップの状況を明らかにしようと試みる。分析の

手順も、比較という点から、前章と同じ方法を踏襲する。

記録用紙に記入されているデータを分析に用いるために、 Szalai(1972)に従い

コード化を行なった。実際の分析では、 3カテゴリーおよび、 9カテゴリーの活

動分類を用いた。 得られたデータのうち、外泊した目、記入漏れのあった目、病

気で 1日中寝ていた日を除き、最終的にのベ 1011日分の 記録 を対象として分析を

行なった。

3. 1日の時間利用の類 型

主婦の持つ 1日の時間利用の類型を帰納的に求めるために、 3カテゴリーの時

間利用の分類〔労働・睡眠 ・余暇〕に加えて、活動が行われる場所を自宅とそれ

以外の外出先に分けた。 その結果、 5つφ活動(在宅労働 ・外出労働 睡眠・在

宅余暇・外出余暇)に配分されている時間数が各ケースについて得られた。/j(に、

これらの 5つの活動時間数を変数とするデータに対し、クラスタ 一分 析を施した。

クラスターの数は 7とし、便宜上 A-G型と名付けた。

これらのクラスターの時間配分の 平 均値を示したのが第 Y - 1表 で あ る 。 こ の

表に示 されている時間配分の 7類型の特徴は炊のようである 。 A型と D型は、外

第Y-l表 時間利用の類型の平均

n 在宅労働外出労働

A型 46 204(4) 68 ( 5) 

B型 146 256 (8) 370 (26) 
C型 468 454(32) 63( 4) 
D型 191 339 (24) 70( 5) 

E型 35 252 (17) 35 ( 2) 

F型 123 707(49) 44 ( 3) 

G型 2 590(41) 33( 2) 

注・単位は分、かっこ内は%

資料筆者のアンケート調査

睡眠在宅余暇外出余暇

532(37) 174(2) 462(32) 
484(34) 290(20) 40( 3) 
484(34) 371(26) 68( 5) 
539(37) 302(21) 190(3) 
533(37) 592(41) 28( 2) 
424(29) 230(6) 36 ( 2) 

165(11) 105( 7) 548(45) 

出余暇時間が大きいのが特徴である 。と くに A型の外出余 暇 時 間 は 7時間を超え
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る。 B裂は、外出労働時間が大きい。 C型は、ケース数が 468と多く、在宅労働時

間と在宅余暇時間が大きい。 E裂は、在宅余暇時間が大きい夜が他の型とは大き

く異なっており、 F型は、在宅労働時閣が飛び抜けて大きい。 G型は外出余暇時

間が大きい点は A型と類似しているが、 A型と比べて在宅 労 働 時 聞 が ず っ と 大 き

く、反対に、睡眠時間が小さい。ただ、ケース数は 2と少なく、調査用紙でこの

2ケースを詳しく点検すると、徹夜で近所の家に麻雀をしに出かけた日であった

ことが判明した。 それゆえ、 G型は 2ケースしか見られないこともあり、以下の

分析では省くことにする。

残りの 6類型について、前章で明らかとなった類型と比較してみると、 6つの

類型にほぼ対応する類型が名古屋市東区の場合にも存在していた。 そ の 対 応 関係

を見るために、平均値の差の検

定を行なってみると、各類型の

時間利用の各カテゴリーの対に

は、有意な差がある場合もない

場合もあり"いちがいに判断

は下せない(表省略〉。しかし、

各類型の特徴的な時間配分のパ

ターンは共通してみられる。例

えば、 A型や D型 は 外 出余暇時

間の大きいのが特徴てーあったが、

これは、名古屋市東区の場合に

も尾張旭市の場合にも認められ

る。有意な差が認められるカテ

ゴリーのうちでとくに差の大き

いものは、 F型の在宅労働時間

.在宅余暇時間や D型の睡眠時

間・外出余暇時間、 A裂の在宅

余暇時間 ・極限時間、 C型の在

宅労働時間、等である。これら

の違いは、クラスター分析とい

う帰納的な方法を用いたため、

やむをえない。名古屋市東区の

第V-2表倒人ごとの 6類型の日数

No 就業 A型 日型 C型 D型 E型 F型

状態

N 2(2) 。 19(1) 4(2) 。 3 
2 N 。 。 22(4) 6(1) 。 。
3 H 。 11(2) 11(3) 。 5 
4 N 。 。 22(3) 2 
6 H 1 (1) 。 9(1) 2 3(2) 10 

7 H 1(1) 9 2(2) 。 11 
8 H 1(1 ) 13(3) 2(1) 。 11 

9 P 。 8(1) 14(3) 6(1) 。 。
10 N 。 。 11(2) 5(2) 10 。
11 N 4(3) 。 14(1) 5(1) 5 。
12 N 2(1 ) 。 18(2) 6(2) 2 。
13 11 。 21(1) 4(3) 2(1) 。
14 N 。 15(1) 11 (4) 。
15 H 。 13(1) 4(1) 
17 H 8(4) 5 14(1) 。 。
18 H 1(1 ) 15(3) 10 。 。
19 H 4(2) 9 13(3) 。
20 H 1 (1) 。 B 5(4) 。 14 
21 P 1(1) 13 10(2) 1(1) 。
22 F 。 18(1) 6(3) 4C!) 。 。
23 11 1(1 ) 4(1) 16(2) 6(1) 。
24 H 。 。 12(3) 3(2) 。 13 

25 N 。 13 14(5) 。 。
26 N 1(1) 。 10(3) 1(1) 。 16 
27 N 。 。 23(3) 3(1) 1(1) 
28 N 。 。 20(3) 7(2) 。
29 N 3(3) 2 15(1) 6(1) 。 。
30 N 。 22(4) 。 。 2 

31 P 。 19 2(1) 7(4) 。 。
32 N 3(3) 16(1) 4(1) 。 4 

33 N 。 。 19(1) 9(4) 。 。
34 P 2(1) 9 12(2) 4(1) 1(1) 。
35 P 。 21(2) 2(1) 1(1) 2 。
36 P 2(2) 19 。 4(3) 。
37 P 2(1) 7(2) 2(1) 1(1) 10 

38 F 2(1) 19(1) 2(1) 4(2) 。
39 N 。 。 14(3) 2(1) 。 12(1) 

計 46(31) 146( 8) 468(62) 191(62) 35( 8) 123( 1) 

注・かっこ内は日曜日のみの日数

資料 筆者のアンケート調査
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場合にはフルタイム働く人がサンプルに含まれていたのに 対 し て 、 こ こ で の サ ン

プルには含まれていないことや、内職に従事している人の割合が 2つのサンプル

で かなり異なっているといったサンプルの構成の違いがこうした差の原因と恩わ

れる。 にも関わらず、非常に似通った時間配分のパターンをもっ類型が共通 して

認められた。 それゆえ、各類型の時間配分の数字そのも のはさらに検討を要する

が、各活動への時間配分のパターンはかなり普遍的なものと考えて良いであろう 。

こう し た 比 較 を さ ら に検討するため、第 v-2表を作成した。 この表は、個人

ごとに、 28日間がどのような類型から構成されているかを示している 。 在宅労働

時聞が大きい F型は、内 職の人に多くみられる 。 しかし、サンプル番 号 26や 37

39といった無職の人やノぞートタイマーの人にも見られる。パートタ イマーの人は、

外出労働時間の大きい B型 が し ば し ば 出 現 す る が 、 勤 務 時間の拘束がさほど大き

くない場合には、その他の型も見られる。 無職の人の場合、 28日間に出現するタ

イプは様々である。ただ、 E型

とF型の中間に位置する C型が

全サンプルの半分近くを占めて

いることもあって、 C型の出現

頻度が高くなっている。

第 V ー l図は、時間帯別に 5

つの活動に従事している人の割

合を、各類型ごとに示したもの

である。 この図から、第 v-1 

表の数値にほぼ対応した時間の

配分が読み取れる 。 ただし、 F

型を除いて、午前 9時までと午

後 9時過 ぎ の 自 宅 で の 活動のパ

ターンは類似している。それゆ

え、 6つの類型の時間配 分 の 違

いは、おもに昼間の時聞をどの

ように配分するかの差に起因す

る。 とくに A型では、昼間の余

暇の外出が夕方を過ぎても継続

することが多く、 F型では、夜

% A型 8型

にコ ~ ・・ 陸習 にコ
外出余町 在宅象暇 睡 眠 在宅労働 外出労働
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第v-1図 活動の時間的推移
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にも 自宅で労働に従事している 。

再 び前章の結果との比較を行なうと、それぞれの時刻での活動の分布も、比較

的よく対応している 。 ただ、 C型では外出労働時間が 1日全体でみても少ないこ

と も あ り、ピークがはっきり し な い。 活動の時刻ごとの生起のパターンとしては、

E型と F型の中間に位置する 。

以上の考察をまとめると、主婦の l日の時間配分のプロジェクトとして、 6類

型が認められた。 これら の類型は、前章で認定した類型とほぼ対応する 。 ただし、

統計的な検定を行なってみると必ずしも同 ー の母集団からのものとは 言 えなか っ

た。

4. 1日の中での外出行動

次に、前 章 で 認 定 し た l日の時間配分の 6類型について、各類型の l日の中で

生じる外 出 行 動 と そ の 前後の活動の精進を考察する 。 手順としては、まず、各類

型毎にその l日の時間配分の中で生じるトリップを取り出し、その特徴について

述べる 。 次に、 トリ ッ プの前後の活動はどのようになっているか検討する 。 最後

に、 トリップの目的地の 空間的な分布を考察する 。

(1)トリップの諸特性

第 v-3表 は 、 各 類 型別の 1日当りのサイクル数を示している 。 外出時間の大

きい A型と B型では、サイクル数が 0の日はなく、すべて l以上となっている。

反対に、外出時間の小さい E型と F型では、サイクル数が Oの日の割合が高く、

D型もこれに近い。 C型は、この二つのグループの中間的値をとる 。 全体でみる

第v-3表 1日当りのサイクル数

サイクル数 I A型 B型 C型 D型 E型 F型 計。 46 3 12 24 85 

i 13 28 131 45 12 44 273 

19 43 143 60 10 40 315 

5 44 95 46 14 204 

4 5 16 41 23 87 

5 15 10 8 34 
5 B 

7 2 

8 
9 

平均 2.372.64 1.992.47 1.03 1.38 2.09 

合計 46 146 468 191 35 123 1009 

資料 筆者のアンケー卜調査
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と、 1日当りのサイクル数は、 2の日が最も多く、次いで 1、 3の順 とな って い

る。 l人 l日当りの平均サイクル数は、 2.09であり、前章で得られたl.88とい う

値よりも若干高くなっている。 逆に 1日当 りのサイクル数 が 0の 日の糾 合 は、尾

張旭市の事例の方が若干高い (5.3 %に対して 8.4%)。 類型別にみると、 B型が

1日当りの平均サイクル数が最も大きく、次いで D型、 A型の順とな っており 、

E型、 F型が他の 4つ の型と比べて小さい。

トリップ数についても、

第 V - 3表 と 同 様 の 表 を作

成した (第 V - 4表 )。 全

ての類型において、 2 トリ

ップから成るサイクルが全

体の過半数を占めている 。

6類型全体に占める多目的

トリップの割合は、サイク

ル数で計算すれば 26.9%、

第V-4表 lサイクル当りトリップ数

トリップ数 A型 B型 C型 D型 E型 F型 言十

2 52 297 705 316 30 131 1531 

3 22 62 154 83 5 29 355 

4 16 19 51 44 7 138 

5 8 6 14 21 3 52 

5 5 7 18 

7 2 2 5 

B 3 3 

9 
10 

平均 3.23 2.32 2.36 2.56 2.19 2.31 2.43 
合計 106 385 

資料:筆者のアンケート調査
トリップ数では 40.3%とな

932 472 36 170 2094 

っており、名古屋市東区の事例よりも少し低くなっている 。 多目的率をみると、

A型で多目的トリップの占める割合が最も高く、次いで、 D型となっている 。 こ

の 結果もまた、前章で明 らかとなった点、すなわち、余暇の外出時間が大きくな

ると多目的トリップが起きやすくなるという 点と一 致する 。

この点をさらに詳しく検討するために、外出先での活動;が単 一 目的のトリップ

の 中で行なわれるか、多目的トリップの中で行なわれるかを調べてみることとす

る。 第 V - 5表は、 3カテ 第V-5表単一目的・多目的トリップでの活動

単一目的トリップ 多目的トリップ

仕事 その他 余暇 仕事 その他 余暇

の労働 の労働

A型 0.4 8. 3 12.8 。。 30. 6 47. 9 

B型 25.0 28. 0 5.5 13.6 20. 5 7. 3 

C型 1.7 38. 1 15.9 0.6 32. 7 11. 0 

D型 o. 9 23. 7 18.0 0.7 29. 7 26. 9 

E型 。。 48. 8 20.9 。。 18. 6 11. 6 

F型 。。 41. 9 17.1 O. 5 34. 2 6. 3 

ゴリーの活動分類のうちの

労働を 2つに分けて、仕事

とその他の労働とし、これ

に余暇を加えた 3分類の 活

動の生起回数の割合を各類

型ごとにみたものである 。

この表でも、 A型と D型の 注 数字は、各類型の外出時の活動の総生起回数に対する

余暇の外出が多目的トリッ 割合(%)

資料筆者のアンケー卜調査
プの中で生じることが確か
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められる。しかし、全体的に多目的トリップの割合が名古屋市東区の事例よりも

低 い こともあって、その他の労働は多目的トリップの中で行なわれたり、単 一 目

的トリップの中で行なわれたりする。

(2)外出 行 動 と 前 後 の活動

ここでは、上述のトリップ数の特徴を、 トリップが発生する前後の状況と関連

づけようと試みる。活動を詳しくみるために 9カテゴリー の 活 動 分 類 を 用 い 、 活

動が行なわれる位置を在宅と外出の二つに分ける。

第 Vー 2図は、各類型ごとにそれぞれの活動に従事している人の割合が 10%以

上の活動を 30分ごとに調べ、これを 6時から 24時まで図化したものである。 A型

A型 日出 C~ 

lllL…-W
1
一一一一

o
 

l
--

11 

※数字 H労 働JH家事J 3fその他軍事J 4 r子供の世話J 5[個人的用件」

sr仕事以外の穆動JH学習 参加J 8 rマスメディ 7J 9[最暇」

第 v-2図 9カテゴリーの活動の時間的推移

資料 筆者のアノケート調査
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は、 D裂とならんで外出余暇時聞が大きいが、 D型よりも外出の 「余暇」が 夜遅

くまで継続するため、 18時以降の在宅の 「家事 」 の割合がかなり低い。 それゆえ、

夜の在宅の活動は全般に短時間で割合も低い。しかし、朝の在宅の 「家事 」 のピ

ークは明瞭に認められる。 B型では、外出の 「労 働 」が終わった 16時頃に外出の

「家事」が行な われている。 C裂は、図の中では、昼前に弱い外出のピークが現

れているのみである 。 しかし、外出の目的が「家事 」 や「子供の世話 J I余暇 」

など多岐であり、外出の割合は、 10時30分から 16時まで 20%を越えている。在宅

の活動は、午前中はおもに「家事」、午後に「余暇」の割合が 20%を越える。外

出の時刻と「余暇」の時刻は、ほぽ平行している。 D型では、時間帯別の活動分

布が比較的明瞭で、午前には、在宅の 「家事 」から「余暇」の外出への 移行が認

められ、夕方には、在宅の 「余暇」 や 「子供 の 世 話」 をはさんで 「余暇」の外出

から在宅の「家事」への移行がみられる。 E型では、 「家事 」の外 出が 14時から

16時30分にかけて、 「余暇」の外出が 11時頃みられるのみで、昼間は在宅の 「余

暇」の割合が非常に高い 。また、他の型に比べ、夜遅い時刻で「マスメディア 」

. I余暇 」 の割合も高い。 F型にみられる外出は、 10時30分から 13時にかけての

「家事」のみである。名古屋市東区のサンプルに比べて内職の人が多いことから、

在宅の 「仕事 」 に従事する割合が 10時から 16時の間で高い。 とくに、 14時から 16

時の間では 40%をこえる。

(3)外出先の位置

次に、外出先で行なわれる活動を、その位置に注目して考 察 す る 。 第 v-6表

は、活動を第 v-5表と同様に 3分類して、各活動がどこで行なわれているか調

べたものである。外出先の位置は、地図上に lkmxlkmのメッシュをかけ、その

コー ドを与えた。そして 、 調査対象者が居住する 3つのメッ ν ュを 「白地区 」、

名古屋駅から栄にかけての 7つのメソシュを 「都心地区 」、これら以外の地点を

「その他地区」という 3つに分類した。

外出余暇時間の大きい A型と D裂で は 、 余 暇 の 活 動 は その他地区でかなり行な

われ七おり、とくに A 型でその割合が高い。 その他の仕事についても、 A型では、

その他地区で活動に従事する割合が白地区で従事する場合よりも高くなっており、

これは、 D型にも他の型にも見られなし、。 外出労働時間の 大 き い B型では、サン

プルにフルタイム働く人がいないため、仕事はおもに白地区で行なわれている。

むしろ、その他の仕事や余暇の活動の方が、白地区以外で行なわれる割合が高い。
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第Y-6表活動ごとの外出先

仕事 その他の労働

A 白地区 1 ( 0.4) 33( 13. 6) 

都，心地区 。(0 ) 5( 2. 1) 

型 その他地区 。(0 ) 56(23.0) 

B 白地区 127(25.0) 147(29.0) 

都心地区 。(0 ) 8( 1. 6) 

型 その他地区 69(13.6) 91(17.9) 

C 白地区 15( 1. 2) 541(42.7) 

都心地区 。(0 ) 9( 0.7) 

型 その他地区 14( 1. 1) 344(27.2) 

D 自地区 9( 1. 2) 241(32.6) 

都d心地区 。(0 ) 45( 6. 1) 

型 その他地区 3( 0.4) 135( 1ι6) 

E 白地区 。(0 ) 19(44.2) 

都心地区 O( 0 ) 1 ( 2. 3) 

型 その他地区 。(0 ) 9(20.9) 

F 白地区 。(0 ) [01(45.5) 

都心地区 。(0 ) 11( 5.0) 

型その他地区 1 ( 0.5) 57(25.7) 

注 かっこ内は各類型の合計に対する%

資料筆者のアンケート調査

余暇

41(16.9) 
3( 1. 2) 

104(42.8) 
34( 6.7) 。(0 ) 

31 ( 6. 1) 

211(16.7) 
l( O. 1) 

132(10.4) 
165(22.3) 
33( 4.5) 
246(18.3) 
12(27.9) 。(0 ) 
2( 4. 7) 
32(14.4) 
18( 8. 1) 
2( O. 9) 

C . E . F型の 3つの型は全般的に類似していて、その他の仕事や余暇の活動の

大部分が自地区で行なわれる 。 また、その他の仕事は、その 他 地 区 で 20%前後行

なわれている。ただ、余暇に関しては、 C裂ではその他地区 で 10%ほど、 F型で

は都心地区で 10%近くが行なわれている 。

前章で 考察した名古屋市東区の事例と比較してみると、全般 に都 心や 白地 区で

活動が行なわれる割合が低い。 逆に、その他の地区で行なわれる割合は高くなっ

ている。名古屋市東区の事例地区が都心に近く商業中心に隣接しているのに対し

て、この地区は都心からの距離のみでなく郊外の商業中心からもやや離れている

ことから、このことは説明できるだろう 。 それゆえ、名古屋市東区の事例でみら

れた各類型間の差は、さほど目だたなくなっている 。 例え ば、東区の事例では E

型と F型 の 外 出 時 の 全 活動の 85%以上が白地区で行なわれていたのに対して 、尾

張旭市の事例ではその割合が、 E型では 70%近く、 F型では 60%以下にまで低下

し、 B . C . D型との差がほとんどなくなっている 。

5. 4週間の中での活動

これまでは、 1日を単位としてその時間配分の特徴と 1日の中で生じる外出行

動を考察してきた。 ここでは、こうした 1日単位の活動が 4週間の中でどのよう
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に構成されているかを検討する。

まず最初に、個人ごとの 4週間を通じた 6

つの時間利用類型の出現に、曜日ごとの規則

性があるかどうかを検討してみる 。 第 v-3 

図は、前章と問機の方法によって、 4週間の

時間不Ij用類型の出現の曜日ごとの規則性を、

ゾミュレーションによって再現した場合と、

実際の記録にみられたものを 比較したもので

ある。対角線の左上に分布す る点が多いこと

から、 4週間を 通 じた時間利用には、曜日ご

との規則性がみられると考えられる 。

30 

10 

10 

10 10 30 5 

第v-3図 時間利用類型の暇日ごと

の規則性

次に 、 上でみた曜日ごとの規則性以外には 4週 間 を 通 した時間利用類型の出現

に特徴がないか否かをさらに検討してみる。 第 v-7表は、第 v-2表の時間利

用類型の出現日数を就業状態別に集計し直したものである 。 就業状態は、パート

タイマー、内職、無職の 3つに分け、家族従業者は l人しかいないため省いた。

第Vー 7表 就業状態別の 6類型の日数

A型 B型 C型 D型 E型 F型
ノfー トI9( 4.0) 115(51.3) 48(21.4) 26(11.6) 9( 4.0) 17( 7.6) 
内 職 |19(60〕 lO〔3l)141(443) 市 23.9) 7( 2.2) 白 (20.4)
無 職 |18〔4.l)3(0.7〕273(622)85(194)19(4-3)4l(93〕

注かっこ内は%
資料筆者のアンケート調査

ノfートタイマ ー は、外出労働時間の大きい B型の日数が 多 く 、 外 出 余 暇 時 間 の

比較的大きい 2つの型、 A型と D型の日数が少ない。 内職の人は、 F型の日数の

占める割合が高いのは当然としても 、 A 型や D型の 日 数 の占める割合は無職の人

より も高い。 無職 の人は、 C型の日数の割合が高く、 その 他の型は比較的低い割

合となっている。

これらの点から、外出余暇時間の大きい D型や A型のタ イプのプロジェクトを

実行する可能性が最も高いのは、内職に従事している人であり、無職の人でない

ことが注 目される。この要因として、家事の時間的分断性や、幼児のいることに

よるモ ピリ テ ィの低下などが考えられるが、家族構成や所得 水 準 な ど も 考 慮 し な

ければならないため、今後の検討を待たねばならないだろう 。
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5 ま とめ

本章では、第 W 主主において検討を行なった大都市内部地域の女子の日常活動の

結 果 を、大都市の郊外地域の女性についてもほぼ同様のデータ ・分 析 手 法 を 適 用

して結果と比較検討した。 その結果、 1日の時間利用の類型としてほぼ大都市内

部地域と対応する 6つの類型が抽出された。 トリップ数について検討すると、 1 

日当たりトリップ数やサイクル数については若干の数値の違いは認められたが、

各類型ごとのトリップ数やサイクル数、多目的トリップの比率は全般的にきわめ

て類似していた。 時間帯別にみた活動の推移は、大都市の内部地域に比べて内職

のサンプルが多いこともあって自宅での 「労働 」 が相対的 に多い結果となった。

外出先の位置は、大都市の内部地域と郊外地域という差異を最も明瞭に反映し、

尾 張旭市では全般に、都心や白地区で活動が行なわれる割合が低く、その他の地

区で活 動が行なわれる割合が高いという結果が得られた。 これは、大都市の内部

地 域はその位置的な特性から都心の商業中心に隣接しているのに対して、この地

区は都心商業地域から離れていることの原因があった。 さらに、商業底舗の密度

も、大都市内部地域に比較すれば密度が低いことにも原因があるだろう 。 4週間

の時間利用類型の出現の 曜日ごとの規則性をシミュレーショ討によって検討した

結果、ここでも 4週間を通じた時間利用に曜日ごとの規則 性 が み ら た。

第 V 章 注

1) t検定を行なった結果、各類型の平均値の対において 1% の 有 意 水 準 で 差 が

認めら れたのは以下のカ テ ゴ リーであった。 A型，睡眠・在宅余暇、 B型，在宅

労働・ 外出労働 ・外出余暇、 C型， 在 宅 労 働 ・ 外 出 労 働 、 D型;睡眠・外出余暇、

E型 ，睡眠・外出余暇、 F型，在宅余暇 ・外出余暇。

第 V章参考文献

Pred， A. and Palm， R. (1978): The Status of American Women; A Time-
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第W章 都市における主婦の目指活動の長期的動!lI，

l 概説

第W章と第 V 章において、名古屋大都市留の中の都市内と郊外(名古屋市東区

と尾張旭市〕を事例として取り上げ、主婦の日常活動の構造の分析を行なった。

そこで本章では、これら 2つの地域における女性の日常活動の分析から得られた

結論をまとめる。その際の視点としては、まず第 lに、活動調査から得られた時

間配分と移動に閲するデータの分析結巣を長期的な動態変化の中に位置づけるこ

とにある。これは、第 H章において述べたように本研究の枠組みの特徴でもある

が、たんに短期的な活動の分析にとどまることなく、より長期的な視野に立って、

戦 後における経済環境の変化や女性の生涯における様相を抱握しようと試みる作

業である。

分析に 使 用 す る デ ー タは、名古屋市東区と尾張旭市における活動調査から得ら

れたデータであるが、このほかに名古屋市北部に隣接する締勝町で調査した結果

も活用する。また名古屋市東区のデータは、第 W 章では単年 度 の み の デ ー タ で あ

ったが、ここでは 3年間継続して調査することができたサンプル世帯のデータも

利用する。

2. 1日単位の活動ノぞターンの模式図

1981年に筆者が実施した調査から得られた名古屋市東区と尾張姐市における 4

週間の活動データに基づいて、主婦の l日の時間利用を分析した結果、両地域に

おいても 1日の時間配分の 6つの型が共通して認められた。 これらの 6つの類型

の特徴をもう一度述べると、次のようになる。すなわち、外出余暇時間の大きい

A型、 外出労働時間の大きい B型、在宅労働時間と在宅余暇時間の大きい C型、

外出余暇時間が相対的に大きいが A型よりは小さい D型、在宅余暇時間の大きい

E型、在宅労働時間の大きい F型という 6つの類型である。時間配分の特徴は、

名古 屋市東区の場合と尾張旭市の場合ともかなり共通していた(第 IV- 2表およ

び第 v-1表を参照)。そこで、これらの 6つの時間配分の類型の特徴を模式図

で示すことによって、その含意を考えてみたい。

これらの各類型の時間耳rJ用 は 、 在 宅 労 働 、 外 出 労 働 、 在宅余暇、外出労働、睡

眠の 5つの活動に配分された時間を基にして分類したものである。 5つの活動時

間の合計は 24時間となるが、睡眠時聞は各類型ともほぼ一定と見なすならば、 6
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つの類型は睡眠を除く 4つの 活 動 へ の 時 間 の 配 分 と 考 え ることができる 。 それゆ

え第 VI-1図のように、 6つの時間利用類型を在宅労働、外出労働、在宅余 暇、

外出労働の 4つ の 頂 点 を持つ正 4面体の中に位置づけるこ と が で き る 。言 い換え

るなら、人々の生活においてきわめて生理的必須性の高い活動を除く残りの 4つ

の活動に対する時間の配分は、 l日24時間のうちから睡眠時 間 を 除 い た 一定の残

り時間の対して行なわれるのである 。 正 4面 体 は 、 各 頂 点からの距離の和が 一 定

であるという特徴を持っているため、このように表現することができるわけであ

る。 例えば A型は、外出余暇時間の非常に大きいタイプであるので、外出余暇の

極近くの位置に描かれ、 D型はこれよりはやや内側の位置に描かれる 。

社会全体に一般的にみられる主婦の l日の時間利用のプロジェクトは、この図

在宅余暇

在宅労働

外出余暇

第VI-1図 l日単位の時間配分の様式図

に模式的に示されるような 6つのタイプで構成されている と 考 え ら れ る 。 こ う し

た l日の時間利用プロゾエクトが存在している中で、既婚女性が労働市場に参加

することは、長期的な視点から言えば、毎日の生活の中で B型 の プ ロ ジ ェ ク ト を

実行することを意味するのである。さらに、従来の日本的慣行雇用の下では、 B

型のプロジェクトを選択することは、その他のプロジェクトを遂行することが非

常に困難となることを意味していた。 すなわち、 oJ T (On-the-job training: 

仕 事 に就きながらの職業訓練〉によって次第に熟練を積み、これを通じて昇進が

図られるという終身雇用制度は、パートタイムなど短時間雇用を排除していた。

しかし、高度成長期以降、労働市場が逼迫し、新しいプロジェク卜として、パー

トタイマ一等の短時間就業が社会に広く普及し、 B型 に 近い D型 の 時 間 配 分 が ひ

ろがった。これには、家事の機械化や世帯規筏の縮小なども影響している 。 D型
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のプロジェクトは、他の型と (長期的にみて )両立が可能であり、これ が、女 子

労働力率を高めることにつながったと解釈できるだろう 。

一方、従来の都市の主婦に広くみられたのは、 C . E . F型のプロ ジ ェクトで

ある (実際に存在していたのか、それとも、社会的規範としてのみ存在していた

かは不明であるが〕 。 家事労働の機械化や市場化の進展、家族規模の縮小、教育

水準の上昇(主婦自身と子供の両方 ) は、家事労働時間の削減と余暇時間の地大

をもたらした。 また、社会的にも、余暇産業の発逮により、カルチャーセンター

やスポーツ施設などの余暇機会の供給が増大した。 こうした結果、外出余暇時間

の相対的に大きい A.D型のプロジェクトが社会に拡大したと考えられる。

しかし 、 家 事 労 働 の市場経済化が進展したといっても、育児や病人の介護とい

った市場経済にのりにくい家事は依然として主婦の手に委ねられている 。 それゆ

え、ここで観察された C型や E . F型の時間利用のプロジェク卜を、女性が多く

の活動のプロジヱクトの中から主体的に選択したものなのか、それとも、 Tivers

(1984)の主張するように、社会における性的役割分業のしくみによって主婦に謀

せられた 「社会的制約 」 と解釈すべきかは 1ヘ判断することができなし、。 これら

の点は、今後の取り組むべき霊長題として残されている 。

3 トリップの長期的安定性

次に、 トリップ調査の結果得られるトリップの諸属性が、長期的にどれほど安

定しているかを検討する。 第 E 章において、 トリップを長期間に観察した結果、

かなり の可変性が認められることを報 告 した。 けれども、 あ る 程 度 の 期 間 (1週

間とか lか月)にわたって 個 人 の 日 常 活 動 を 観 察 し 、 そ こに可変性の存在を認め

たとするならば、ライフステージの迎いによるトリップ の構造変化との盤合性が

!日lわ れるであろう。言い換えるならば、時間的ランダム性を考慮したサンプリン

グ方法 を採用して活動調査を実施したとしても、縦断面的ランダムの意味する時

間間爾は一体どの程度の期間を指すのか不明なままである 。 もちろん、 1週間と

か 1か月の活動や外出にどれほど安定性と可変性が認められるのかに関する倹討

は、これまでも行なわれている 230 また第 W章において、 4週間の外出時間と活

動の時間配分を倒人ごとに考察し、ほぽ毎日同じパターンを 示 す人も いれば、ぱ

らつきの多い人もあることを指摘した。 しかし、こうした研究はデータの制約の

ため、期聞が lか月程度に限られている 。 l年とか数年のスケールでトリップや

活動の安定性を検討することもまた霊安である。 なぜなら、こうした長期的な安
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定性の度合が明らかとなれば、縦断面的サンプリングの期間を 設定 する目 安とな

るか らである 。 けれども、 1か月以上の期間にわたるトリ ップ の 比較を行な った

研究は、管見の限りでは存在しな い。 この点では、異な った年 次のトリップ に関

するデータ (移動時間 、費用、距離 )を比較し、長期的な趨勢を検 討 したガン の

研究は興味深い CGunn.1981)。 もちろん、異なった 年 次聞の PT調査を比較すれば、

ガンの研究を追試するこ と は で き る 。 しかし、彼の研究はトリップの集計 量の 年

次間比較であり、個人レベルでの移動行動の長期的安定性という議論ではな い。

確かに、個人単位のデー タ を 数 年 に わ た っ て 収 集 す る こ とは非常に困難であり、

かっ、時間が経つことによって世帯や個人の属性も変化してゆくため、分析後の

解釈も困難となる 。 しかしともあれ、同 ー の個人に関するデータを集めることは

これまで 行なわれてこなかったことであり、その数量的な分析のみでも十分価値

はあると思われる 。

対象地域は、第 W 章で紹介した名古屋市東区である。 第 W 章では 1981年のみの

データしか扱わなかったが、前年の 1980年と主主年の 1982年にも同様の調査を行な

っているため、ここではこれら 3年次のデータを使用する 。 調査方法はすべて同

ーである 。 ただし調査期間は若干異なっており、 1980 年は 10~ 11月にかけての 1

週間、 1981年は II~ 12月にかけての 4 週間、 1982年は 11~ 12月にかけての 4週間

である 。 また平日の比較という意味で、土曜、日曜、祝日のデータは除いた。 3

年間を iiliして得られたサンプ ル は 8人に過ぎない。 これは転居や拒否のためで、

当初はもっと多い人数 で あ っ た が 継 続 し て 協 力 を 得 る の はかなり困難であった。

第羽 ーl表 サンプルの属性

サンプル番号 年齢 就業状態 子供の年齢 他の同居家族

① 40 P→ N→ N 7. 11 なし

② 36 E→ E→ E なし 父

③ 45 N→ N→ N 12. 17 父

④ 33 N→ N→ P 3. 7 なし

⑤ 30 N→ N→ N 2. 6 なし

⑥ 34 N→ N→ N なし

⑦ 41 F→ F→ F 5. 10. 16 なし

③ 37 N→ N→ N 父，母，妹

注 サンプノレ番号と子供の年齢、家悠構成は1981年のものであり、就業状態は左から、

1980年、 1981年、 1982年の順に示している。就業状態のPはパートタイマー、 Eは

フノレタイム雇用者、 Fは家脹従業者を示す。

資料 筆者のアンケート捌査
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第 VIー l表は、 8人のサンプルの個人 ・世帯の属性を示している 。 8人のうち、

3年間で就業状態が変わったのはサンプル番号①と④の人 であった。 これは、中

高年のパートの就業年数は比較的短いという事実を考慮すれば "、ごく 一 般的な

こ と と考えられる。また、 ラ イ フ サ イ ク ル の 変 化 と し て 重要なのは、 5歳未満

(幼稚園 ・保育園入国以前 )の幼児を持っか否かであり、サンプル番号④と⑦の

人が 1981年から 1982年の聞にこの変化があった。 以下では、これらの属性の変化

を考慮、しながらトリップの数値的な考察を行なう 。 ただしサンプルが少ないため、

個人 ごとの記述的分析とならざるを得ない‘¥

最初に、 l人 1日当りのサイクル数とトリップ数をみたのが第羽 2図 と 第 VI

3図である。第羽一 2図、第 VI- 3図ともに、 3年度を通じて比較的安定して

いる。ただ 1981年から 1982年の聞に、サンプル番号④と⑦ の 人 が 、 サ イ ク ル 数 、

トリップ数の両者ーとも大きくなっている 。 しかし、就業状態に変化のみられたサ

ンプル番号①の人には、他の人と比べてさほど大きな変化 は 認 め ら れ な L、。 もう

一 人、就業状態に変化のあったサンプル番号④の人は、確かにトリップが多くな

っている。それゆえ、こうしたトリップの多寡は、就業状 態よりもライフサイク

ル上の違いから、うまく説明できると思われる 。 すなわち、サンプル番号①の人

には 2人の子供があるが、すでに 1980年の時点でともに小 学校に入学しており、

ライフサイクル上での変化は
'Vt!)サイクノン I~

小 さいのに対して、サンプル J ←一一一。①

番号④の人はこの聞に幼児が

幼稚園に通うようになってお

り、そ の 送 迎 が ト リ ップ増大

の大きな要因となっているか

らであ る 。 ラ イ フ サ イクル上

の変化はサンプル番号⑦の人

にも起きており、これがトリ

ップ数の長期的変化をかなり

説明していることが分かる。

こうした事実は、女性の外出

行動がライフサイクルのなか

でもと くに幼児を持っか否か

で大き く異なることを指 摘 し

←一一→ ②

← ー→ φ

』一一---.0④

←一一一‘⑤

ι一一司⑤

F一一→ ⑦

ト一一→ ③

1980 1981 1982年

第 VI-2図 1日 1人当り平均サイクル数の時系列変化

注 凡例の数字は第町 一 l表のサンプノレ番号に対応

資料 筆者のアンケー卜調査
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た Tiversの研究とも 一致す

る(Tivers，1985)。

しか しながら、こうしたラ

イフサイクル上の変化があ っ

た人以外は、サイクル数、 ト

リップ数ともに比較的安定し

ている。 このことから、ある

年に調査された人のトリ γプ

は前後の数年間も比較的安定

しており、その年のデータで

代表できると言えよう 。 ただ

し、ここで述べているのは 一

定期間(ここでは 1週間およ

び4週間)であり、 l日のみ

ff.J~)トリ γ フ' ~，
10 

1~80 19おl 19o'ZJj 

第 VI- 3図 1人 1日当りトリップ数の時系列変化

注 凡例は第VJ-2図に同じ

資料 筆者のアンケート調査

のデータでのことを述べているわけではないことに注意しなければならない。

しかし、 3年 聞 を 通 してライフサ イ クルに変化がなかった人でも、個人間で比

較すればサイクル数とトリップ数に 差が みられる 。 サンプ ル 番号③ や⑤ の人は、

子供がすでに小学生であり、かつ無職であるが、 トリップ数の 平 均は 3年間を通

して比較的高い。 逆 に 、サンプル番 号⑤ と③ の人は幼稚園入閣前の子供を抱えて、

トリップは少ない。 また、フルタイム働き子供を持たないサンプル番号② の人も

トリップは少ない。

これらの考察を外出時 間 数 で 確 認 し て み る ( 第 VI- 4図)。 この図では、第 VI

2図、第 VI- 3図よりもさらに年次ごとの変動;が安定している。 大きな変化が

みられるのはサンプル番号 ③ の人のみで、他の人にはあまり変動がみられない。

サンプル数、 トリップ数が地加したサンプル番号⑦ の人は、外出時間はさほど変

化していなし、。 おそらくこの人は自営業 主 の妥であり、庖を手伝っているため、

家を長時間空けることが難しいという事情を反映しているのであろう 。 しかし、

サンプル番号④の人とは逆に、 1981年にはパートに就いていたが 1982年以降には

職に就いていなかったサンプル番号① の人は、やや外出時間が減少しているが、

さほど大きな変化ではない。

以上の考察をまとめてみる 。 まず、就業状態やライフサイクルに大きな変化の

なかった人にはサイクル数やトリップ数、外出時間の 一 定期間の平均値 (ここれ
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は 1週間および 4週 間 )にはさほど

大きな変化は生じていない。 このこ

とは、 トリ γプは長期的に安定して

いる ことを示している 。 3年間にサ

イ ク ル 数やトリップ数に変動 が み ら

れた人を調べると、就業状態の変化

よりもライフサイクル上の 違 い が よ

り大きな影響を及ぼしていた。 しか

し 、 就業状態が外出時間に対して及

ぼして いる影響は、サイクル数とト

リ ッ プ数に対して就業状態の及ぼし

ている影響よりも大きいと考えられ

る。

PT調査の報告では、年齢別・男

女別のトリップの発生数が分析され、

女性の場合には年齢が高くなるにつ

れてトリップ数が低下すると報告さ

れている〔中京都市圏総合都市交通協

~'.竺])'ト .'1'， 11.'， 1::1

(分)1
6∞ ~ 0--一一一一一一一一一一一一→

SO(J 

iQO 

，00 

，(10 

11111 

三五ミ
γ------------← 一一

19bO 1981 
一一，一ー-
19b2 '1 

第Vl-4図 1日当り外出時間の時系列変化

注 凡 ~Jは第山 一 2 図に同じ

資料 筆者のアンケート調査

議会， 1982)。 しかし、中高年の女子労働力率は年齢が高ま る に つ れ て 低 下 す る こ

とを考 えあわせると、単純にこれを年齢に起因するものであると断定はできない。

というのは、女子の就業 がこれにかなり影響を及ぼしているからであり、女子の

就業は子供の年齢にかなり左右されるからである 。 女性の場合には、年齢と就業、

子供の年齢に代表されるラ イ フ サ イ ク ル が 複 雑 に 絡 み 合 っており、男性よりも説

明が困難になる 。

4 ライフサイクルから見た日常活動の構造

本節では、大都市圏の郊外地域における居住者の日常活動のうちでも、とくに

就業している既婚女性の日常活動に焦点を絞り、その就業 I}tと 日 常 活 動 と の 関 連

を明らかにしたし、。これは、前主主までにおいて報告した調査では、就業している

既婚 女性のサンプルが量的に少なく、定量的な分析が難しかったからである 。

調査は、 1987年の 11月 -12月にかけて笑施した。 調査対象地域は、名古屋市の

北に隣接する愛知県西春日井郡師勝町である 。 師勝町は、名古屋大都市圏全体の
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女子労働力率の値(1985年では 54.9%)にかなり近い値 (52.8%)を示しており、

東部の郊外地域ほど女子労働力率は低いわけではない(補 8図参照〉。また、

産業部門別の女子の就業分野について見た場合にも、師勝町は愛知県全体のほぼ

平均に近い数値を示している"。師勝町に住む就業者の従業地を男女別・年齢階

層別にみたのが第 VJ- 5図である。年齢 JJJjに 見た男女の就業者の通勤パターンが

男子と女子とでは大きく異なることに関しては補論において触れているので、こ

こでは師勝町もその例外ではないことを施認するだけにとどめる 。

1985年時点における師勝町の人口は、 35，859人である。 高 度成長期に人口は急

増した が、低成長時代に入り師勝町の人口も停滞気味である 。 師勝町は名古屋市

の西区と新川を挟んで隣接し、また、北区とも隣接する。 西春町との境に近い町

内の西部に名鉄犬山総が南北に走り、西春駅がある 。 名鉄電車を利用すれば名古

屋駅まで約 10分で通うことができる。町内は平出な沖積平野で、五条川と合瀬川、

引 干 女子

15-J9ぬ

20-2.1 ~t 

25-自信

30-3.j込

也市町Il 1也市町付

'"弱

)f;VJ- 5図 師勝IUJ就業者の男女jJlj年齢別従業地

7バト I!I努湖北之

35-~4r.t 

.lS-54i.r_ 

ナー~55-6.1比
100% 

大 山 川が平坦な町内を南北に流れる。師勝町は名古屋市のベッドタウ/として住

宅 地の開発が進んだが、沖積平野の平国地域に位置するために昔から水田として

の 土 地利用が多く、そのため大規筏な住宅開発は少なく、おもに水田から宅地へ

の転用による低層の住宅開発が進められてきた。

調査方法は、第 W 章や第 V章で用いた手順をほぼ踏襲した。 異なる点は、調査

対象サンプルを雇用者 として働く既婚女性に限定したことと、過去の就業1Mにつ

いてできるだけ詳しく聞き取りを行ない、彼女たちの現在の日常活動すなわち就

業を中心として組み立て ら れ て い る 生 活 が 、 彼 女 ら の 生活史の上でどのような経
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枠で形成されてきたの か を分析しようと 試 みた点である 。 最終的には 40人の 就 業

する既婚女性のサンプルが得られた。

得られた 40人のサンプルに閲してその従業地を見ると、 40人のうち 19人 (47. 5 

%) が師勝町内であり、町内を従業地とする夫の割合 (8.1%) よりも著しく高 い。

こうした夫と妻の間の従業地の差異は、第 VJ- 5図に 示 した国勢調査のデータと

対応する 。 既婚女性の従業地は、夫に比べて自宅から近 い ところに限定されて い

ることが、ここでも裳付けられた。

活動時間の配分に l刻する分析結果をまず手短かに報告しておく 。 1日単位の時

間 配分では、既婚女性で雇用者として就業してる人だけに調査対象サンプルを限

定 し ているため、サンプルの多くの人は外出労働時簡を軸とした生活を送ってい

る。

以下ではとくに、調査対象サンプルのライフサイクル段 階と現在の生活とを関

連させて考察を行なう 。 第 VJ- 6図は、サンプルの過 去 の就業経験について聞き

取りを行なった結果と、最 終 学 校 卒 業 年 齢 、 結 婚 年 齢 、 出産年齢、現住所に転入

した年齢とを重ね合わせたものである 。 この図から、まず、ほとんど大部分の人

は、過去に就業経験があることがわかる 。 もちろん、これらサンプルには、つい

最近結婚したばかりでまだ子供のない女性も含まれているが(サンプル番号 1~ 

3 )、その他の人は、結婚前に一度就業の経験があり、出産により就業を中断し、

子供がある程度大きく なって再び仕事を始めた人が多い。 結 婚 を 契 機 に 職 を 止 め

た経験のある人は 40人中 27人にのぼり、続けた人の 8人を大きく上回る 。

結婚を契機に退職したという過去の経歴の当然の帰結で あるが、サンプルの女

性が調査 の時点で就いている職は、最近になって就いた人がほとんどである。ま

た、ライ フ サ イ ク ル の段階と、就業経験との悶にも興味深い関連が認められる。

すなわち、 6 歳~ 15歳 の子供を抱えた 12人 の サ ン プ ル ( サンプル番号 8~ 19)の

うち、現在の職が出産後に初めて就いた職と同 ー の人が 7人 で 異 な っ て い る 人 は

5 人なのに対して、 15歳以上の子供を抱える 17人のサンプル(サンプル番号 20~

36) では、現在の織が出産後に初めて就いた職と同 ー の人は 6人に過ぎず、異な

っている人が 11人にも達している。 つまり、中高年の女性の就業はかなり転職が

多く、男性の就業形態とはかなり異なっている様相が読み取れる 。

結婚や出産と比較すると、転居を契機とした就業状態の変化は小さい。 現住所

に転居した年と同じ年に就業を始めた人は、サンプル番号 3とサンプル番号 10の

2人のみである 。 今回の調査では、居住歴そのものについては詳しく尋ねていな
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資料 筆者のアンケー卜調査

いが、郊外住宅地域という性格の強い師勝町のサンプルであることや、有業既婚

女性というサンプルは必然的に子育てを終えた 40代前後の年 齢 層 が 多 い こ と な ど

から、師勝町の現住所は結婚後 2度目ないし 3度目の住所になると推測される。

それゆえ 有業既婚女性は、転居とはほとんど無関係に、労働市場への参入と退出

を繰り返していると言える 。

5 まとめ

以上本主主では、おもに女性の日常活動の長期的な動態変化という観点から、活

動時間の配分やトリップの諸特性などを考察した。 本章から得られた知見を要約

すると以下のようになる。

①時間利用の 6類型を様式図に位置付けると、戦後の高度成長期に拡大したと

言われる女子のパートタイム雇用の増大は炊のように表現することができる。 す

なわち、高度成長期以前には、 B型 の プ ロ ジ ェ ク ト を 選 択することはその他のプ

ロジェク トの遂行が非 常に困難になることを意味していた。けれども、高度成長

期 以 降、労働市場がタイトになると、新しいプロジェク トとしてパートタイム就

業が社会に広く普及した結呆、 B型 に 近 い D型の時間配分がひろがった。 D裂の

プロジェクトは、長期的に見れば他の型との両立が可能であり、これが女子労働
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力率を高 める こと につ ながったのであろう 。

② 3年間を通じたトリップ数やサイクル数の変動は、もしその人に就業状態や

ライフサ イ ク ル 上 で の 変化がなければ、きわめて小さい。 それゆえ、 トリップの

発生は長期的にはかなり安定していると 言 えよう 。 サイクル数やトリップ数に変

化を引き起こす要因としては、就業状態の変化よりもライフサイクル上の変化の

方が影響が大きい。

③既婚女性の就業経験をライフサイクルや居住涯と合わせて検討すると、ライ

フ サイクルを経るにつれて女性の職場経験の回数は増え、このことは、女性の労

働市場への参入 ・退出がか な り 頻 繁 で あ る こ と を 意 味 し ている 。 その場合、結婚

や 出 産を契機とする就業状態の変化に比べると、転居を契機とした就業状態の変

化は小さし、。

第 VI章注

1) Tivers(l9S5)の主張する制約には、 「社会的制約 (societal constraints)J 

という用語を使って、おもに物的な制約に重点を置いた時間地理学的制約概念の

背後に存在する、 「ジェンダー 」 の制約と 「社会経済構造 」 の制約も含まれてい

る。つまり、性的役割lに関するイデオロギーは、人々の暮らす社会における社会

経済的地位を媒介として 、活動パターンに影響を与えるという立場である。 彼女

は、ロンドン市内の南部に住む幼い子供をもっ母親 400人の 調 査 を 行 な い 、 女 性 の

役 割 に関する社会的規範は時間地理学の制約や権威の制約だけでは理解が図難な

こと 、こ うした女性たち は フ ル タ イ ム 働 く 女 性 に 比 べ て さほど大きな時間的制約

があるわけではないことか ら 、 時 間 地 理 学 の 制 約 概 念 よ りもより幅広い社会的制

約という概念の適切さを主張している。

2)例えば、 Pasand Koppleman(19S6)、 Huffand Hanson(1986)、 Hansonand H 

uff(l9SS)などの研究がある。

3)全国の女子パートタイム労働者ーの平均勤続年数は 4.0年であり、女子 一 般労働

者の 7.。年と比べるとかなり短いと指摘されている(労働省婦人局， 1987，p.38)

4)本来なら分散分析や平均値の差の検定などの統計量を用いた分析を行なうべ

きだろうが、ここでは 1980年の 1人当りケース数が 5と少ないため行なわなかっ
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5) 1985年の国勢調査によれば、 15~ 64歳の女子就業者の 産業部門別割合は、愛

知県全体でみると製造業が 31.8%、卸 ・小売・飲食業が 28.8%、サービス業が 23.

6%であるのに対して、師勝町ではそれぞれ 36.2%、 29.3%、 21.0%となっている。
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第VlI章 郊外地域における住民の 日常 活動 と保育サービ ス

l 阪説

本章の目的は、大都市郊外における居住者の日常活動の分析によって、現在 の

保育施設の配置や隣国時間などのソフト函における運営の問題点をさぐることに

ある。 地理 学 研 究 で 扱 われる施設配置問題は、多くの場合、立地配分モデルなど

の空間的最適配置問題として扱われてきた。 けれどもここでは、 立 地配分モデ ル

などの 空 間 分 析 的 ア プ ローチはとらない。 もちろん、ここで得られた分析結果に

対して、立地配分モデルを応用できる可能性もある 。 しかし本 章 の力点は、 実 際

の日常活動を観察することにより、神谷ほか (990)にお い て指摘したような時間

地理学 的特色(人間を集計量として級わず、多様性を持つことを前提として、人

々 に複数の選択肢を提供すること)を強調した視点から、保育施設の配置問題を

考察することにある 。

対 象地域として名古屋市郊外の日進町を取り上げるが、その理由は、大都市郊

外地 域における保育サーヒスは、公共サービスの供給においていくつかの問題を

抱えているからである 。 例えば、術論において考察しているように、近年のわが

国では女子の就業が高まる傾向にあり、この問題に対してさまざまな分野からア

プローチがなされてきている 。 その 際、女子就業を促進するための環境作りが大

きな諜題となっている。 補 一 8図に 示すように、大都市地域の郊外では他の地域

に比べて女子労働力率 が 低 く 、 近 年 の わ が 国 に お い て 女 子労働力率が高まってい

るのはまさにこの地域に他ならな L、。 さらに、大都市郊外に居住する既婚女性に

とって、就業の際に障害となる要因が数多く存在すると思われる。

この点について、 H'谷ほか (990)における議論を参照しながら、ここでの論点

を明らかにしてみよう 。 まず、既婚女性の就業に制約となっている要因は、家庭

内の幼児の存在であろう 。 これは、年齢別女子労働力 率 のプロフィールにみられ

るM字型の特徴によっても裏付けられる 。 幼児が存在することによる女子就業へ

の 制 約を解消するための手段として、世帯内において 3世代の同居による視父母

の協力と、保育施設による保育時間の延長や O歳児保育等のサービス充実という

2つの可能性があるだろう 。

ところが大都市郊外においては、 3世代が同居する世帯 の 比 重 は 地 方 と 比 べ て

かなり小さい。 さらに郊外地域では、急、地する人口にともない保育所や幼稚園、

小学校 などの整備が進められているが、なかなか急増する需要に追いつくことが
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できないでいる 。 このため、上述したような女 子 就業に と って障害となる要因を

解消するための方策としては、 3世代の同居は必ずしも有効ではないだろうと推

測される 。 さらに、大都市圏全体でみれば就業機会は豊富かもしれないが、ただ

でさえ 時間の制約の多い女性にとって長い通勤時間は大きな負担である 。 そのた

め、自宅から短い時間に到達できるという条件は、潜在的な職場の空間的範囲を

限定するであろう 。 また、居住密度が相対的に低い郊外では、自動車を利用でき

る 人とできない人との差が空間的到達範聞に顕著に反映されると予想される 。

そこで本章では、こうした推測が正しいかどうかを、現 実の 郊外 居住 者の 日常

活動に関する実際のデータの分析によって検討する 。 本章 で と く に 重 点 を 置 く 点

は、大都市郊外の既婚女性が就業する際に、育児の問題がどれだけネックとなっ

ているかを明らかにし、これを解消するための 一 つの重要な 手 段 で あ る 公 的 な 保

育サービスの供給の現状を考察することにある。 そして最 後 に 、 日 常 活 動 の 分 析

を通じて明らかとなった現状の保育サービスの問題から、既婚女性の就業を容易

なものとするための政策オプションに対して評価・検討を加える。

では次に、保育サービスに関する地理学的からの研究を整理しておきたい。ま

ず、東京都八王子市における保育所の配置問題を立地配分モデルを利用して分析

した Kubo(1985)の研究がある 。 そこでは、保育サービスの需要と現実の保育所の

立地の聞にはかなりのずれ が 認 め ら れ 、 と く に 保 育 所 ま でのアクセスが悪い地区

は開発時期の最も新しい地区であることが明らかにされた。 また、シミュレーシ

ョン ・モ デ ル を 適 用 し た結果、既存の保育所の位置と規模を変更するだけで保育

所へのアクセゾビリティが大幅に改善されることを指摘した。一 方谷貝 (989)は、

東京都八王子市における保育所の立地を、時間地理学的ンミュレーションによっ

て考察した。 その結果、(l)保育時間の延長、 (2)パス路線の新設、 (3)保育所の新

設、という 3つの環境条 件の変更が就業可能な職場の空間 的範囲の拡大につなが

ることを示した。

これらの研究は、空間的な最適施設の問題に重点が置かれており、保育施設の

サー ビス供給の現状がどのようになっているのかという点については十分な言及

がなされていない。 一方 イギリスでは、医療サービスや対 人 社 会 サ ー ビ ス な ど の

公 共 サービス研究の一環として、保育サービスにみられる地域格差の問題が手儲

けられてきた。例えば Pinchは、都市問レベルと都市内レベルの地域絡差について

検討している (Pinch，1984)。 そして、都市問レベルの比較 で は 、 社 会 経 済 的 な 地

位の 劣った都市では保育サービスの供給水準が低いという傾向が弱いながらも認
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め ら れ、都市内レベルの考察では、幼稚園やプレイグループの分布は、低所得者

地域と 正 の 相 関 を 示 す ことが指摘された。一 方、中央政府において 「小さな政府 」

を標傍する保守党政権の台頭によって、公的保育サービスに生じた変化を考察し

た研究もある CPinch.1986)。 なかでも、サッチャ一政権登場以前にすでに大きな

地域格差が存在していたこ と と 、 保 守 党 政 権 の 登 場 に よ って、公的な保育サービ

ス供給に積極的な労働党 与 党 の 地 方 自 治 体 と 公 的 サ ー ビ ス供給に消極的な保守党

与党の地方自治体のサービス供給の地域格差がさらに拡大 したことが明らかにさ

れた。

わが国における保育サービスの現状を考察したものには、桑島 (986)による報

告がある。桑島は、東北地方における保育所、幼稚園などの分布パターノから、

保 育 所の収容率は市部で高く郡部で低いこと、市部では幼稚園が保育所の代替的

役割を果たしていること、大・中都市では無認可保育所もかなりの数に上ってい

ること、などを指摘した。

こ うした既往の研究は、一方では立地配分モデルや時間地理学の活動スケジュ

ール のシミュレーション・モデルなどサービス需要のトリップに焦点を置いた分

析であり、他方は保育 サ ー ビ ス の 供 給 に お け る 地 域 差 を 記述し、その要因を探ろ

う とするものである。これに対して本章は、世帯の日常活動に観察されるサービ

ス 需 要のトリップと、サービス供給の制度の両面からアプローチを試みる。すな

わち、活動の選択肢そのものの存在の有無(例えば、保育サービスの供給や職場

の勤務時間や賃金水準等)もまた、われわれの活動を制約する大きな要因となっ

ていると考えられる 。 そのため、時間地理学の概念であるプロジェク卜に依拠し、

保 育 サービスという社会的なプロジェクトの社会経済的な分析に努めることによ

り、これまでの時間地理学の課題として指摘されてきた問題にも取り組もうと努

め る 。言い換えれば、地方自治体がこうしたプロジェクト(ここでは、家族生活

にとってとくに重要な育児プロジェクト〉をどのような形で提供しているのか、

という点にも配慮して考察を行なう。そのため、日常活動の分析においてはかな

り時間地 理学的アプローチに依拠するが、育児プロジェクトについては、制度的

な観点 から調査対象地域である日進町における保育サービスを考察する。

もちろん、日進町という単一 の自治体の範域を対象と した分析では、範域内部

に差が認められると予想することは難しい。 とくに、日本社会では(少なくとも

自に見える)公共サービスに対する平等性の欲求は大きいと思われるため、町内

居 住 者にたとえ所得のばらつきがあり、地区ごとに大き な差異がみられるとして
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も、差を認めることは難しいだろう 。 それゆえ、日進町という小さな自治体のみ

を対象とすることの意義は、 ① 日常活動のデータが得やすいこと、②日進町にお

ける保育所の施策を詳細に観測できること、の 2点が考えられる 。

本章における分析の手順 は 、 次 の と お り で あ る 。 まず第 2節において、調査対

象 地 域である日進町の現況について紙述したのち、わが国における保育サービス

のしくみに言及しながら、日進出Iの保育サービスの現況を報 告 す る 。 第 3節では、

活 動 日誌調査から得られた日進町居住者の日常活動に関するデータから、保育サ

ービスにかかわる問題を摘出する。

2 保育サーヒスの現状

(1)地域の概観

日進町は、名古屋市の東部に|隣接する郊外住宅地である。第四 1図は、戦後

における日進国Iの人口推移と、保育所・幼稚園が開設された年次を示している。

日進町は、 1965年ごろから急激に人口が増加し、 1990年には 5万人を突破した。

急激な人口増加をもたらしたのは、大規模な l戸 建 て 住 宅団地の開発によるもの

であった。こうした人口増加に対応して、 1979年 に は 名 鉄豊田新線が開通し、名

古屋市の都心までの時間 距離が大幅に短縮された。 豊田新鋭lの開通により、日進

町の南部は交通の利便性が飛躍的に高まった。 人口 l人あ た り 家 計 所 得 は 、 愛 知

県 の 市町村の中で名古屋市に次いで高く、ホワイト・カラ一層で比較的高所得の

世帯が多いと言える。

人口が急激な伸びを示してきたのに対し

て、都市インフラの整備はかなり立ち返れ

人口(万人)

6 

ている。例えば町が実施している消費者動 5 

向 調 査によれば、第 l種・第 2極大規模小 。

売底の庖舗面積は、町内 4庖舗の総計でも

9，200m'にしか逮せず、買回り品の地元購買

率はわずか 10%に過き'ない。消費者の 90%

は町外へ流出しているが、その多くは名古 1 

。i足首m'，1問!

.. ~.n他国間回平

屋市の栄や星が丘が流出先となっている。

また、最寄り品の地元購買率もわずか 50.2 

1950 5S 印 55 70 iS 80 85 叩年

nH: 1" 1"1.1 日.-~';; l'f I 

% でしかないため、日常の買物も町内で充 l'f~ V1l-1図

是することが困難であ る。そのため、上に
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述べたように日進町の人口 l人当り所得は高いにもかかわらず、人口 l人当り小

売業年間販売額は非常に低~'¥ 1) 0 下水道の整備も遅れており 、 道 路 盤 備 も 悪 い。

郊 外 住宅地として急激な発展を遂げているにもかかわらず、豊田新線が通る南部

日進町の自動車保有率は地域を除けば公共交通機関の整備に遅れが目だっため、

愛知県下でもかなり高い 230

大都市の郊外地域では 女子労働力率が相

1975手
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ao 対的に 低 い 点 は 械 論 に おいて詳述している
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が、

60 

図は、

聞の年齢 別 女 子 就 業 率 の推移を示している。

この図 からもわかるとおり、過去 25年間に 50 
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'0 
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の上昇によって、 25-29歳の年齢層の就業

率はかなり上昇したが(1965年の 24.9%か

ら1990年の 54.0%)、 30-34歳の年齢層の

伸びは他の年齢層の就業率の伸びに比べて小さかったため、 い わ ゆ る M字型の年

齢別就業率のプロフィー ルの谷の部分は、以前に比べて深くなった。

けれども、郊外地域の中でもかなりの地域的差異がみられる 。名古 屋市の郊外

日進町など東部 地 域 の 市 町 村 は 製 造地域における女子就業の地域的特色として、

労働 力 率 も 低 い 傾 向 が 認 め業に比べて相対的にサービス業就業者の比重が高く、

られる(神谷， 1993)。

日進町に住む既婚女子就業者の職場の分布は、夫と比較して短距離にある 。 第

通勤また、'v1I-3図は、国勢調査による日進町の就業者の従業地を示して いる 。

自転車や徒歩の比重が高手段に関しても、夫と比較すると車を利用するよりも、

。、
し
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(2)保有サービスの現 状

ここではまず、日本の保育行政についての紙略を:iZsベ、地域社会において社会

サービスがどのように供給 さ れ て い る か に つ い て 述 べ る 330 そして、その具体的

な状況として、日進出Iにおける保育サービスの現状について考察を行なう 。

小 学生未満の子供の多くは、保育所または幼稚園に通関することによって、小

学校入学 11可に集団教育の経験をつむ。 児 童 福 祉 法 に よ れ ば、市町村は 「保育に欠

ける世帯):Jの 子 供を保育所に入所 させなければならないとされる。 簡単に 言 えば、

市町村は 「保育に欠ける世{:t=Jを保育所に入所させる義務を負うが、それ以外の

子供は原則!として保育は家庭で行なわれるべきであるとする原則である 。 それゆ

え、 「保育 に欠 ける 世待 」 に児童福祉の観点から保育サービスを提供する保育所

につ いては、厚生省が保育サービスの水準を定め、これ以外の家庭の子供に就学

前教育を提供する幼稚闘 については、文部省が所轄となっ ている 。

市町村が供給すべきで あ る と 定 め ら れ て い る 保 育 サ ー ビスは、児童福祉法によ

って、その:iA営指針が定められている 。 運営指針のなかで重要なのは、 1)入 所 受

け入れ児童の基準、 2)保育時間、 3)保育料、の 3点であろう 。 入 所 基準における

「保育に欠ける 」 世帯とは、 昼 間労働することを常態とすることや、家族に病人

を抱え介護していること等の世帯であるが、近年におけるノぞートタイム就労の増

大によって、その定義は不 明 瞭 に な り つ つ あ る 。 保育時間は、原PlJとして 1日 8

時間であるが、このイ也、全 国 22，737か所の保育所のうちの 826か所で延長保育 (iji)j

7時から夜 7時ごろまで )が 実 施 さ れ て い る 。 ただ、財源的裏付けが乏しいこと

や、保母の確保や 労働時間の問題などから、 一 部の保育所 に留ま っている。 保育
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料は、 「応能負位 」 が 広lJllJであり、世帯l の所得により保育料が 巡 ってくる。 政府

の定 める全 国一体 の 基 準額 (保有単価と呼ばれる )から保育所経費が算 定 され、

こ れから保有料徴収微を 差 しヲ J，、た額の 50%が国庫負担、残りの 25%が県費負担、

25 %が市町村による負担でまかなわれることとなった(保 育行政が機関委任事務

か ら悶体委任事務へと変更された 1986年以前には、 80%が国庫負担、 20%が 自治

体の負担であ った〉 。

全国の保育所数の推移は 、 貫ivl1 - 1 

表に示すとおりである 。 この表からも

明らかなとおり、近年の出 生 児数の減

少 に ともなって、保育所数は減る傾向

にある 。 こ れ と は 逆 に 、既婚女性の労

働力率は着実に上昇しあLけており、既

存の公的保育サービスである保育所で

は不 十分なために保育サービスへの需

J1'，Vl1-1表 全国の保育所数・ 在籍児茸f数の挑修

施設数 在籍児童数

1965年 11， 238 799，622 

1970年 13， 818 1， 109，862 

1975年 18， 009 [， 561. 397 

1980年 2 J， 960 1，940，793 

1985年 22， 899 し770，466

1990年 22， 703 J， 723， 775 

資料 厚生省 「社会福祉統計」

~は相変わらず大きいため、こうした満たされない需要に応えるための事業所内

託児所や 無認可保育所が増えていると 言 われているが、その実態は明らかではな

い。 ただ、厚生省の外郭団体である日本児童手 当 協会から補助金を受けている事

業 所 内託児所の数に関しては省干ながらデータが得られるため、その数値を第四

一2表に示した。 近年の入手不足の傾向もあって、企業は女子労働力確保のため

に事業所内託児所の設置に積極的であり、事業所内託児所の数はわずかながらも

増加傾向を示している 。

1990年において、日進町には 10か所の保育所が 存 在する 。 うち 9か所は町立の

保育所であり、 lか 所 は私立の保育所である 。 この私 立 保育所は町の依託を受け、

図児の募集も i町をとおして行なっているため、実質的には l町立に近い。 ただし、

i町外からの図児を受け入れない町

立保育所とは異なり、こ の 私 立 保

育所は町外からも悶児を受 け 入 れ

ている。そのため、 9か所の町立

保育所では観が送迎する こ と が 原

則となっているのに対して、この

私立保育所は通図パスによ る図児

の送迎を笑施している 。

第Vl1-2表事業所内保育施設数の推移

公立 民立 総計

1979年 349 1， 336 L685 

1981ij三 419 J， 559 J， 978 

1983年 430 J， 637 2，067 

1985，:c 413 J， 612 2，025 

1987年 412 1， 767 2， 179 

1989iド 423 1， 831 2，254 

1991年 426 2， 117 2，543 

資料 日本児童手当協会 「全国事業所内保育施設名簿」
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ヨ1VJI - 1図に 示 したよう に 日進!IIrの保育所は、 1955年ごろに 設立 された古 い も

のと、人口が急:li7し始めた 1975年ごろに設立 されたものがある 。 延長保育 (通常

が 81時~ 16時なのに対して、 7 時半~ 18 時 ) は、JlIJ内にある 10か所の保育所のう

ち5か所 (中 部 ・ 南 部 ・締森・北新旧 ・日東 )で実施されている 。 また、乳児

( 6か月児以上の O歳児 )保育は、 4か所(中音Il・応森 ・北新旧 日東 〕の保首

所で実施されている 。一 部の保育所しか延長保育 ・乳児保育を実施していないた

め、延長保育と O歳児保育を希望する場合には、必ずしもii?t:寄りの保育所でなく

とも入所できる 。

日進 l町内には、町が f巴復している無認可保育所はないし、事業所内託児所も存

在しない。 このため、日進町内における公的な保育の施設は、上述の 10か所の保

育所と 5か所の幼稚園以外には存在しない。 5か所の幼稚閣は、すべて送迎パス

を運行している 。

全国的にみれば、日進!IIJの保育サービスの水準はほぼ厚生省のガイドライノに

沿ったものであり 、 ご く枚準的なものであると評価できるだ ろ う 。 すなわち、入

所受け入れ基準は、パートタイム就労などの場合、月 15日かつ 1日 41時間以上の

就労を要件としており、保育 時 間 は 延 長 保 育 が 5か所の保育 所 で 笑 施 さ れ て い る

ものの 18時までで、さほど長時間ではなし、。 保育料について 言 え ば 、 ほ ほ 徴 収 基

準額に沿う額が設定されており、これも校準的なものと忠 われる 4 30

次節では 、 こうした保育サービス供給の現況の中で、居住者の目前活動;がどの

ように 遂行されているかを身察する 。

3 保育所利用者の生活実態

( 1 )調査方法とデータ

日常 活動に |刻する調査は、 筆者がこれまでに単 111ないし共同で実施してきた調

査方法をほぼ踏襲して笑絡した〔荒井， 1992a;1992b荒 井 ほか .1989仲谷， 1987; 19 

89 a ; 1989 b ; 1 993 : fll1谷ほか ，1990川口.19 9 2)。 すなわち、詳細な時間利用とトリッ

プに閲して被剥査者に回答 を 求 め る 調 査 で あ る た め 、 予 め本調査に先立って調査

への自発 的参加者を募った。この段階では、 869世帯の応募があった。 この中から、

地域とライフステージ、 主 婦の就業状況を考慮して 201世却 を 選 定 し 、 調 査 票 を 郵

送した。 その後、 む話によって調査への協力を再臨認し、応諾が得られた世帯?に

ついて調資票を回収した。その際に、あわせて聞き取り調査も行なった。

最終的に、 187世帯から有効回答が得られた。 調査内容は、 1990年 7月 1日(日 )
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と 2日(月〉の 2日間に 夫婦が行なったすべての活動を 15分刻みに記入を求め、

さらに誰と活動を行なったか、移動交通手段と移動先の位 i丘、移動に要した時間、

移動先での活動内容など の記録も収集した。このほか 、世1f椛成や夫と安の就業

先、就業 l時間、 i血iiUJ交通手段、日治的な貨物先、余暇の過ごし方などについても

アンケートおよび聞き取 りを行なった。ここでは、調査からデータが得られた 18

7世帯"のうち、小学校入学前の乳幼児を他えた 48世帯だけを取り出し、これら世帯F

の活動ノfターンを妥の就 業 形 態 と か ら め な が ら 考 察 す る 。 得られた 2日間のデー

タのうち、ここでは 7月 2日(月)の分の日常活動に関するデータを利用する。

これは、 平日 の夫が就業し、安もパートタイムやフルタイムで働くことが多いた

めに、家庭および家庭外での保育の問題が休日よりもより明瞭に表面化するから

である 。

18世45の日常活動に関す る デ ー タ か ら は 、 多 く の 情 報 を取り出すことができる

が、 次節ではとくに 、 1)活動のスケジューリング、 2)移動交 通 手 段 の 利 用 、 と い

う 2つの側面に着目した考察を行なう 。 1)の点は 、夫と妻の就業時間や保育時間、

および保育所への送迎を誰 が 担 っ て い る の か 、 と い う 問 題に焦点をあてるためで

ある 。 2)の点は、公共交 通機関の不十分な大都市郊外地域では、自動車の保有が

住民 の自治活動に大きな影響を及ぼすと予想されるからであり、観察された活動

パターンのなかからその影響の度合を導き出すためである 。 なお、両者は密接に

関iiliをも っ て い る た め 、世却の 日常活動を観察する際には、 2点に留意しながら

同時に考察を進めることとする。

(2)日常活 動からみた 居住者の保育所利用

まず、分析の対象となった世郊の日常活動を般観し、こ の地 域に おけ る幼 稚園

保育所の利用状況を素摘しておく 。

分析の対象とした 48 世帯の属性は、3f~VIl - 3表に示されている。 これら 48世帯

における妻の就業状況を み る と 、 フ ル タ イ ム が 11人、パー ト タ イ ム ( 内 戦 を 含 む )

が 19人、 専 業 主 婦 が 18人と な っ て い る 。

第VIl- 3表の 481世帯における妻の就業と子供の保育形態との関連をみると、フ

ルタイム就業者の場合には、保育所に子供を預けているのが 8世*cうち 1Itt帯

は町外の保育所に子供を預ける)、幼稚闘に預けているのが l世"柱、実家に預け

ているのが l世帯、世平日;内で老殺が世話をしているのが 1世帯となっている 。 こ

れに対して、パートタイ ム 就 業 者 の 世 帯 の 場 合 に は 、 保 育所に預けているのが 10
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サンプル世帯の属性
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注 1)家族類型で「絞」は主主家族、「老」は老親との同居を示す。

2)婁の就業状態で、 rrjは71レタイム就業、 rrjはノマートタイム就業、 rHjは

無職を示す。

3)その他家族の年齢で、年齢の右の「中」は中学生、「小」は小学生、 「幼」は幼稚

悶児、「保」は保育園児、「企」は企業内保育施設へ付託児童を示す。

世有;. (うち l也帯は l町外の保育所)、幼稚園に預けている の が 7世帯、 事業所内

託児所(UlJ外)に預けているのが l世様、自宅で内職をし ながら育てているのが

11止措となっている。このうち、幼稚闘に預けている 2世裕は、 i函 図 児 の 他 に も

銅i宅に勤務時年 下 の子供がいるためにその育児の負担もある。この 2世帯では、
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閣内だけ預けたり (世相番号 21)、 自営業に近い就業形態 (挫講師 〉 であ り老親

と同居 しているためにさほど問題とな っていない (世帯番 号 69)た め 、 妥 の 就 業

が可能とな っている 。 専業 主婦の Il!:待 の 場 合 に は 、 保 育 所に預けて い るのが 2世

帯f(両世帯:とも、当該児童以外にも子供を飽えている )、幼稚闘に預けているの

が 9世帯、どこにも預けていないのが 7世有?となっている 。 これら 7世帯におい

て 家庭で育てられている 子 供の年齢は全員が 2歳以下である 。 これらの点から、

既婚女性の就業と保育形態との間には明瞭な関辿性を認めることができる。 もち

ろん、こう し た 相 違 に 対して、保育所の設世目的からして 当然であるという批判

を受けるかも知れなし、。 すなわち、 「母殺が就業して昼間いないこと J I母親に

代わって 子 供の世話をする家族がし、ないこと 」 が保 育 所の入国を許可するための

条件となっているからで あ る 530

そこで、夫婦の i日の活動と保育形態との|渇述をさらに詳しくさぐるため、妻

の就業と乳幼児の保育所・幼稚園への送迎ノfターンに基づいてこれら 48世帯を分

類し直した(第 VIl- 4表 )。 この表を参照しながら、典型的と思われる世帯の 日

常活動の一部を取り出して記述し、その生活の中で観測される保育サービスの問

題を考察してみたい。

第四-1表 送迎のウインドウが活動に及ぼす彰響のパターン

就業
保有形態 送迎者 世帯番号 注 吾闘コい

形m~

F 保育園 妻委 20"，(22)，117，127 1)夫台湾旅行中

F {呆宵図 夫妻 16 
F 保育関 ~姑 立E

保有国 夫夫 81 " 2)妥産休中

保育図 なし 83 
幼稚園 夫夫 158 

F 実家 夫妻 178 
F 181 " 3)夫東京出猿中

P 保育悶 妻妥 27，56，70，104，118，123，(26)，136，152，161 
P 幼判長閑(姉宅) 21 .， 4)夫飯田出張中

P 幼碓図 34 
P 幼稚悶 委 49 
P 幼稚園 ヨE妥 55，69，151. 187 
P 企業内託児所 1755

) 5)夫東京出張中

P 125 
1-1 保育闘 委委 l6.， 166 
H 幼稚園 妥 10 
H 幼稚図 妻妥 1. 8， 43， li， 65， 1116)，115，137 6 )夫 ~IJ 革lij旅行中

H 39，45"，97，120，124，128，134 7)夫夜勤

注 就業状態の Fはフルタイム就業、 Pはパートタイム就業、 Hは無職を示し、世帯番号の

ア/ダーラインは老親との同居世帯、かっこはIIIJ外の保育闘を利用する世帯を示す。
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まず、安がフルタイム就業しており、

乳児を保育所に預けている世祐番号 22

の事例をみてみる(第 vn-4函および

第刊 ー 5図参照〉。夫の従業地は名7i

屋市中区の都心にあり、~の従業地は

やや郊外地域である名古屋市昭和 13:に

ある 。 このため、世荷が保有する 1台

の自動車は委が通勤に利用し、夫はノ〈

ス ・地下鉄を乗り継いで通 勤 し て い る 。

委は、毎日の通勤途中に職場近くにあ

る無認可の保育所に長女 (0歳児 )を

預けている 。 この世 'fliが名古屋市内の

妻の職場近くにある無認可保育所を利

用している理由として fftmlJ されるのは、
天白紙tllJ凡民生庄自宅 保有国 耳目弘ゆ

第1'11-4図 HI:術番号 22の世ri;の 1日の生活
安の就業時間は 8時 15分から 17"寺 15分

までであり、日進 IIIJの IIIJ立保育所の通常の開閣時間では子供を預けるのが困難だ

からである。この家からもっ と も 近 く の 保 育 所 は 新 ラ 田 保育閣であるが、町が指

定する保育所は締森保育園で あ る 。 と は い え 、 自 宅 か ら これら保育園までの距離

に大した差はない。 ただ、梅森保育園が延長保育を実施しているのに対して、主Ii

ラ田保育園は延長保育を実鈍していなし、。 それゆえ、もし梅森保育園に入闘を希

望し延長 保 育 を 望 め ば 7時 30分から 18時まで預けることができるので、 20分の通

勤時間(自動車による 〉を加味したとしても、開の勤務開 始時間になんとか間に

合うだろう。この世帯にとって、保育所が職場から自動車で 5分というすぐ近く

にあることの最大の利点 は、昼休みなどの短い時間にも保育所に往復できること

にあるだろう。子供が病気がちな時に、殺がすぐに立ち寄れるというメリットは

大きい。 もし、日進 IIIJの IIIJ立保育所に預けたのであれば、昼休みに立ち寄ること

は、食 事 を 抜 か な い 限 り不可能である 。 この保育所は無認可 で あ る た め に 公 的 な

助 成 はわずかであり(それでも名古屋は、一定の基準を満たす無認可保育所に対

して託 児室指定を行ない助成を与えており、他の市町村と 比 較 す れ ば 公 的 助 成 は

手厚し、)、 H可立保育所より保育料が高いという不幸Ijな長も存在する。こうした経

済上の不利にもかかわらず、この世帯?が妻の職場近くに子供を預けているのは、

おそらく、そこから得ら れ る メ リ ッ 卜 が よ り 大 き い た め であろう 。 こうした点は、
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!i;V!I- 5図 サンプル世 'i!Jの l日のトリップ

合衆国における大規模都市開発において、 リンケージ政策と呼ばれる開発主体に

イ J フラ受備の義務を負わせる政策のなかに、保育所の設 置を義務づける項目か

入っていることからも窺える 630 あるいは、厚生省や労働省が企業内託児所を設

世する企業に対して、助成金を交付するUiIJI立を設置しようとする動きがみられる

のも、 一 つの説付けとなるかもしれなし "0保育所を自宅近くに設置すべきか、

それとも職場近くに設置すべきかという政策論的検討は、都市計画や都市財政の

問題 も絡むため、まとめのところで総合的に検討することとしたい。

次の事例は、第 vn-4図の事例と比較的よく似た状況にある世待番号)17の l日

の活動パターンである(第V!I- 6図)。 この世帯には 2台の自家用車があり、夫

婦とも毎日通勤に利用している 。 夫の職場は岡崎市にあり、自動車で片道 75分の

遠距離 通勤を強いられている。安の職場は名古屋市中区にあり、地下鉄の駅まで

自動車で行き、そこで地下鉄に乗り換えている 。 4歳の長男と 3歳の長女はとも

に町立の南部保宵凶に通っているが、妻が通勤の途上で送迎をしている 。 南部保

育 園 は延長保育のサービスを実施しており、安が通勤で乗降する日進駅から比較

的近くに位置している (直線で約 400mの距離)ため、この世帯にとってかなり好

都合な状況にある 。 もし、通常の時間帯(8 H寺~ 16日寺 ) だけの保育であれば、通

勤途上に子供を送迎することは不可能である 。 子供の保育時間は、第V!I-4図の
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世帯とほとんど変わ らないが、大き

な迷いは妥の職場の位世にある 。 7fi

VIl - 4図の事例では、向宅から臼 rrVJ

車で 20分 の 距 離 に 安 の 職場があった

が、この図の事例では、妥の職場は

都心にあるため、通勤時間は片道だ

けで 60分も援する 。 地下鉄に乗り換

えずに自動車だけ利用して通勤する

ならば、道路の渋滞に巻き込まれて、

通勤時間はさらに長くなるだろう 。

この世椛の事例から、;u:の戦場が

都心にある場合には、子供の送迎の

問題が世帯にとって大きな負担とな

ることが理解できる 。 都市規模が大

きくなるほど i血勤距離が長くなるで
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第四 - 6図 世 711番号 11iの世帯の l日の生活

あろうから、この問題は大都市ほど深刻な問題となるだろう 。 ~vn - 4 図の ~J OJJ 

のように、委の職場が比較 的 郊 外 に あ れ ば な ん と か 問 題 を切り抜ける手だてを見

つけ出すことができるだろうが、職場が者1I心であれば、自動車に 子 供を乗せて験

場近くの保育所に預ける方法は不可能なため、必然的に自宅近くの保育所を利用

せざるを得なし、。 この世帯は、自宅から駅の途上近くに保育所が立地しており、

しかもその保育所が延長保育サービスを行なっていたため、これが可能であった。

さらに、この世帯が 2台の自動車を保有している点も重要であろう 。 なぜなら、

この家から保育所まで直線でおよそ 1kmの距離を大人ならば 20分程度で歩けるだ

ろうが、 2人の幼児を通勤途中に連れて歩くのはかなり囚灘だからである 。 ある

意味では、フルタイムの 就業は、自動車の 2台保有することを必然にさせている

とも解釈できる 。 高い賃金を望むなら長時間の勤務が要求されるフルタイムの職

を継続する必要があるが(子育てのために中途退職しない という意味で)、その

ためには妻のモビリティを高める自動車を持たざるを得ないというのも、また ー

而の事実であろう 。

3番目の事例は、夫が 自営業で子供の送迎の役割を分担し て い る 世 情 番 号 158の

事例である(第V11- 7図)。 この世帯には 2台の自家用車があるが、 I台は妥が

通勤のために地下鉄駅まで利用している。 委の職場は名古屋 市 中 区 の 都 心 に あ り
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60分の通勤時間がかかるた め 、 幼 稚

園に通う次女の送迎バス停までの送

り迎えは、 夫 が但当している 。 夫や

妻の就業場所が保育サービスに 与 え

る影響を考える際に、この 事 例 は か IS 

なり深い 含 拡がある 。 す なわち、職

住が分離した都市生活が、もし今後、

テレコミューティノクが 一 般化して

在宅勤務が状態となる時代 が 到 来 す 12 

るならば、現代家族にのし か か っ て ゆ

いる 子供の送迎という制約はかなり

解消されると予想、されるからである 。

その場合、夫婦の両方が在 宅 勤務で

d
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ある必要はない。 どちらか 一 方のみ :1fiV1J-7図 世帯番号 158の世帯の 1日の生活

が在宅勤務可能であれば、この事例のように対処可能となるのである 。

第V1J-8図は、?J[:の就業時閣がやや不規JlIJで長時間にわたるために、子供の保

白を実家に依託している世帯番 号 178の

事例を示している 。 この世帯には l台

の自家Jll車があるが、夫婦とも通勤に

は利用していない。 この日の将J6時 30

分に、夫は自動車に 2歳の長女を乗せ

て自宅を出発し、名古屋市天白区の 笑

家 ま で送り、そこからハスと地下鉄を

乗 り 継いで名古屋市中区にある職場に

向かった。 委は報J8時ごろ自宅を出て、

地 下 鉄に乗って会社からの派遣先であ

る江南 市へと向かった。 安は仕事を終

えた 後にパスと地下鉄を乗り継いて実

家に立ち寄り、長女と 一 緒に実家で食

事を取ったあと、報jに夫が預かってい

っ た自動車に乗って自宅に戻った。 夫

は、残業のため 21時まで会社で仕事を

同
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した後、地下鉄で 1'1宅まで戻った。

この世帯?が 111]立 保育所に子供を預けるとするな らば、 1詰寄りの保育所は中音11保

育闘であり 、 こ の 保 育 l却は乳児保育 延長保育を 実絡して い る。 しか し、 :)I:の 勤

務時間は派泣先が口によって異なるために不規則lであり、 こ の 口 は 比較 的早 い時

間に退社できているが、それでも IIIJ立 保育所の保育終了時間までに職場から 戻 る

ことはできない。 このた め、名古屋市内に住む初父母のところに子供を預けてい

る。 夫婦 と も 、 ふ だ ん の通勤に自動車を利用する必然性は薄いが、狙父母の家ま

で子 供の送迎に自動車を利用せざるを得ない。

以上の個別事例の観然をまとめると、次の点が指摘できる 。 まず、妥がフルタ

イム就業する世帯z では、延 長保育や長時間保育が多くの場合に必妥となっている 。

もちろん、世帯における夫や姿の就業時間や就業場所によって、こうした保宵サ

ービスの必要度には違いがある。 さ ら に 興 味 深 い の は 、 夫の勤務時間と妥の勤務

時間との関係、である 。 乳幼児が保育所に通う世帯の l日の 生 活をまとめて図化し

たのが jfiVU- 9sIである 。 凶では、安がフルタイム就業する世{p: (妥が産休中の

世帯と送迎を組父母が代主主している世帯を除く 6世帯 ) とノfートタイム就業する

世帯(調査日に勤務していなかった 1世41?を除く 9世帯)に分けて示しである 。

委の就業時|旬、乳幼児の保育時聞がノマートタイム就業の妻とフルタイム就業の妻

とで兵なるのは当然だが、ここで注目されるのは、犬の就業時間の差である 。 妻

がフル タ イ ム 就 業 す る 世 'rliでは、夫の就業時間がより短くなっている 。 委がフル

タイム就業する世 'diでは、必ずしも保育所への送迎を夫が分 担し てい るわ けで は

ないが、それでも夫の帰 宅時間にかなりの 差が認められる 。 このことは、夫の就

業時間が短縮されれば、委がノfートタイム就業ではなくフルタイムとなり得る可

能性が大きいことを示唆していると考えられる 。

以上、小学校入学的の 子供を抱えた世待の活動パターンを、日常活動を観察す

ることから明らかにしてきた。 本章のまとめとして、ここで明らかにされた日常

活動の状況を、 liij立で述べた保育サービスのあり方と関連付けてみたい。

前節に おいて、日進 IIJIにおいて 実 施されている延長保育サービスが l8時までで

あることを述べた。 これは、フルタイム就業する女性にとって、かなり苦しい。

観 察 された世待が現在とっているこの問題への対処方法は、夫に肩代りしてもら

うものであった。 この問 題を級本的に解消するためには、労働時間の短縮が必要

であろう 。
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第VI!-g図 妥が就業す る世帯の i日の生活パターン

第四 9図に示した夫の就業時間が長い点については、日進町という地域の特

性に帰することができる可能性もある 。 というのは、第 2節において述べたよう

に、日進町は比較的高所得世主"の郊外住宅地の性格が強いからである 。 神谷ほか

(1990 )における長野県下諏訪町では夫の帰宅時間は、日進町の事例世帯よりも全

般的に早い傾向が認められた。 集計量による比較を行なっていないため、ここで

は直感的な推測しかできな い が 、 そ れ で も 現 業 部 門 の 就 業が多いと考えられる地

方 小 都市とホワイトカラー庖が高い比重を占める大都市郊外地域とでは、夫の勤

務内容にかなりの gいが予想されるだろう 。 それゆえ、ホワイトカラ一層にとく

に重占を位く労働時間の短縮策が、幼児を飽えた世帯の保 育にとって効果的と考
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えられる。

本立の事例からは、労働時間の短紛とならんで、従業地が自宅やその近くにあ

ることの利点も再認識された。フレックス・タイム 11;11や在宅勤務は、この点で意

外と乳幼児を持つ|立川にとって大きな利点を与える可能性がある。 近年話題とな

っている育児休業法は、もし広く笑胞されるようになれば、こうした点でかなり

大きな政策的インパク卜を持っと恩われる。あるいは、仕事の全面的な休業では

なくとも、 6か月以上の乳幼児を抱える両親にワークソェ アリン夕、フレックス

・タイム制度を考慮する施策も 一 考の価値があると思われる 。

都市計画の在日 E長からもまた、保育サービスに与える波及効果に|刻して、配慮す

る必要性があるかもしれない。 既に述べたように、合衆国ではリンケ ジ制度の

一環と して大規模開発に託児所設置を義務付けている事例の報告があるが、この

制度そのものは日本の大都市の場合にはさほど現実的ではない。 なぜなら、混雑

した屯車やパスに乳幼児を乗せて通勤することは困難だし、精神的 ・肉体的疲労

も大きいからである 。 ただ、地方都市での開発には考服する価値があるかもしれ

なし、。 むしろ、ターミナル駅周辺に保育所を設置することや、職場を可能な限り

郊外に分散し、都心集中を避ける方策の方が望ましいだろう 。 このためには、オ

フィス開発や住宅立地の方向性を大幅に変更する必要性がでてこよう 。

4 ま と め と 政 策 論 的 含意

本書Eは、大宮1¥市 郊 外 における住民の日常活動の分析を通じて、保育サービスと

いう社会的なプロジェク 卜 の 社 会 経 済 的 な 分 析 を 試 み た。 と くに、これまでの時

間地理学の諜題として指摘されてきたプロジェクトの形成に踏み込んで、制度町J

な観点 から調査対象地域である日進町における保育サービスを考察した。

考察 の結果を簡単にまと め る と 次 の よ う で あ る 。 まず、日進町の保育サービス

は、全国的にみればほぽ平均的な水準であった。一 部の保育所で延長保育と乳児

保育が実施されており、住民のニーズにもある程度は応え て い る 。 保育料も厚生

省の基準に準基したもので、格別安いとは 言 えない。 大都市郊外の住宅地という

地域の特色は、職住が分離した生活であり、夫はホワイトカラ一層が多いため、

都心まで公共交通機関を利用した通勤が多し、。 郊外は、近年において最も既婚女

子 の 労働力率の伸びが著しい地域であるが、乳幼児を抱えた妻は、保育所の開園

時間と送迎が就業にネックとなっている 。

こうした結果から得られる政策論的な含意を次に考えてみる 。 既婚女性の就業
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が容易となるためには、もちろん保育所の附図 H寺聞が延長されることがまず第 l

の要事|である 。 これに関しては、厚生省はすでにエンゼル プラノの 一 環として、

今後さらに延長保育を推進していくことが打ち出されている(厚生省児童家庭局，

1990。しか し な が ら 、既婚女性の就業を容易とするための純策として延長保有の

他にも 、 本主主の分析からいくつかの可能性が示された。

それ は、物的環境の整備の面から 言 えば、保育所の立地を郊外ターミナル駅の

駅前に立地させることが、者11心で就業する既婚女性にとって利便性を高めるであ

ろうと思われる 。 こうした施策の有効性は厚生省サイドもすでに認識しており、

「駅型保育モデル事業 」 への助成事業が 1994年度から開始されている 。 しかし、

このモデル事業にも問題点がないわけではない。 筆者が行な っ た 聞 き 取 り に よ れ

ば、 保育所を駅前に立地させることは地租liの高騰した大都市ではコスト増として

直 接 はねかえるため、認可保育闘として通常の保育所と同様の保育所運営に対す

る補助金を受けるためには必要なスペース(遊び場等)が足りないために公的補

助を受け る こ と が 燥 し いという 。 こ の こ と は 、 子 供 を 預 ける親にとっても利便性

と引き換 えに魅力的な保育環境を犠牲にすることになり、また保育料を抑し上げ

る 要因ともなる。保育料に閲して言えば、就業が可能となることによる所得増大

の恩恵を受けており、相応の支払い能力があるので当然であるとも考えられ、そ

の妥当性についてここでその評価することは難しい。 しかしながら、保育環境の

劣悪化に関しては、何らかの惜m:を講じる必要があるだろう 。一 つには、駅前立

地 といっても、その範聞を駅から徒歩 5分程度に広げれば、かなり環境的にも良

好 と なり得るはずであり 、 こうした立地にも適用を拡大することが望まれる。

第 2のオプンョンは都市の物的環境整備と関わるが、 オフィスの郊外分散等に

よって 通 勤時聞を短縮す る施策もかなりの有効性を持っと 見 込 ま れ る 。 本 章 で 考

察した事例にも見られたように、それは必ずしも女性の職 場に限定する必要はな

い。夫の就業時間や通勤時間が短縮されるなら 、 委 に 代 わって夫が保育園児を送

迎 す ることもできるからである。夫か妥の職場のどちらかが郊外の自宅周辺にあ

るだけでも、かなり状況は 改 善 さ れ 得 る。 近年、交通問題 や 地 価 問 題 の 改 善 策 と

してオフィスの郊外分散などが試行的に試みられているが(山内， 1991 :大西， 1992)、

こうした施策は女性就業にとってもかなり効果があると予想される 。 もっとも、

保育所の駅前立地を促進す る た め の 施 策 よ り も か な り 長 期的でかつ線本的な都市

構造の変更を必要としてお り 、 企 業 オ フ ィ ス を 都 心 へ 吸 引する要因までさかのぼ

って検討 するこ とが必要となるであろう。とすれば、たん に都市計画における用
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途規制などの物的計画の ~!J! にとどまらず、社会経済の:iill首方法自体にも変更を

加える必要がでてこよう 。

第 3に、労働時IiU時間を柔軟に君主えることができるならば、保育所への送迎が

かなり容易となるであろう 。 これは、保育サービス時間の延長と同時に考えなけ

ればならないことがらと忠われる。 延長保育が不卜分な現状では、 一 方の殺の就

業 時 間を保育所への送迎が可能な時間持に変えるだけでもかなり効果があると考

えられる 。 それゆえ、ワ ークンェアリンクやフレックスタイ ム 制 は 、 た ん に 余 暇

社会への対応という観点にとどまらないだろう(労働大臣官房政策調査部， 1990)。

つまり、日常の活動に柔軟性を持たせ、家庭の役割分担の固定化を緩和lするとい

う効巣も来たすと予怨される。これは、労働時間の短縮を伴わなくとも可能であ

るため笑行可能性の高い政策オプションと思われる 。 それゆえ、労働時間の短縮

を 必要とするワークシェアリンクではなくとも、フレックスタイム制だけでもあ

る程度の効果が J9l待て'きょう 。

ii可節において事例世待の l日の活動を検討した際に、合衆国におけるリンケー

ジ政策について言及した際に、日本の大都市ではその有効性は低いであろうと述

べ た 。東京・大阪の大都市閣では、通勤手段として鉄道への依存率がきわめて高

いことや鉄道を利則した通勤時間がかなり長時間であることがその板拠である。

と いうことは、東京・大阪の大都市圏よりも規模が小さく、自動車への依存率が

高い郷市では、リンケージ政策も考慮する価値があるということになる。前節の

事例世市のなかで、自家用車 に 幼 児 を 乗 せ て 妻 の 職 場 の 近くの保育所に預けてい

る 世帯を紹介したが、こうしたことが可能になるのは、自動車依存率の高い名古

屋の郊外地域だからである。

もちろん、サテライトオフィスなどオフィスの郊外分散が十分に進むならば、

東京 ・大阪 の 郊 外 地 域 でもリンケージ政策が有効性を持つ可能もあり得る。現在

においても、郊外地域に住み郊外の職場で働いている人々もかなりの数に上る。

こうした人々にとっては、 リンケージ政策もある程度の有用性を持つと考えられ

る。

それゆえ、郊外に居住する人々に対する保 育所の送迎の負担を緩和する施策と

して、者fi心に 通勤 する 人を対象とするオプゾヨンと郊外に職場を持つ人を対象と

する人に別のメニューを用意することが求められる。

最後 に、今後の諜題をいくつか街摘しておきたい。まず、対 象地 域と した 日進

町 内 には無認可保育所や事業所内託児所がなかったことから、これらの点につい
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ては十分な言及ができなかった。 また、片*)1世停の状況についても、十分な考察

が行なえなかった。ただ、 少 な く と も 現 時 点 で 言 え る こ と は、合衆国と同様に、

日本の加市においても、 j十親世有Fがより規模の大きな都市に集中する傾向が認め

られる点である。こうした地域的偏りの型由にはいくつか考えられるが、一つに

は就業機会の分布、住宅問題などが:rul由として挙げられよう。また、都市部ほど

離婚率が高いという事実も存在する。もし、 11寺問地理学的アプローチに立つのな

らば、こうした社会的弱者にも配服した考察も行なうべきであろうが、今回の調

査結果では対象サンプルにこうしたケースが含まれなかったため、今後の検討記長

題としたい。

第VIli;'i.注

1) 1985年の商業調発によれば、愛知県全体の人口 1人当り小売業販売徹は 98.6 

万円に対 し て 、 日 進 町 のそれは約半分の 52.9万円に過ぎない。

2) 1989年現在における日進国Iの自動車保有率は人口千人当り 440.6台であり、全

国の保有率(326 0台)よ りもかなり高く、また愛知県の保有率(4 12. 9台)も上

回っている。

3) 日 本の保育サービスの縦略については、 中西 (1990;1991)を参考にした。

4 )日進町の入国規定では、 f!H並者が炊の 7つの理由のどれかに該当して家庭で

児童の面倒を見ることができない場合に入闘が認められる 。 な お 、 こ の 規 定 は 児

童福祉法施行令に準拠したものである 。

①居宅外労働 昼間に居宅外でいつも働いていることを市態としていること。

②居宅内労働 昼間に居宅外で当該乳幼児又は、 幼児と離れて日常の家事以外の

仕事をすることを常態としていること。

③母親の出産 母親が妊娠 "1'であるか又は、出産後聞がない こ と。

④疾病等 疾病、負傷、又は精神もしくは身体に障害を有していること 。

⑤病人の看護 長期にわたり前号に類する親族を常時介護 していること 。

⑥家庭の災害 震災、風水害、火災等の復旧に当たっていること。

⑦その他 各前号に 類する状態で町長がとくに認めるもの。

5)各自治 体における保育料 に は か な り の 地 域 差 が 兄 ら れ る 。全 般的に言えば、財
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政的に並かで住民からの摂祉への .'!.hkが強い大 1m市において、自治体による持ち

出し負mが大きく、保育料は低い傾向がみられる 。 保育料の設定に|刻する詳細な

説明は、武田(1 989)を参照されたい。

6)アメリカ令衆 IIIのサンフラノシスコにおけるリ/ケージ政策では、大島H!.i開

発の際に住宅だけでなく、保育所の設 i~i/l': を義務づけている 。 詳しくは、矢作・大

野(1990)を参照。

7)例えば労働省、は、育児休業法の施行にともない事業所内託児所に対する助成

を 1993年度 か ら 開 始 し た。 また、厚生省の外郭団体である日本児童手当協会でも、

労働省と問機の事業所内託児所に対する助成を、すでに昭和 53年度から災胞して

いる。

8) 1994年度には、大都市 圏 内 の 駅 前 に 新 規 開 設 さ れ る 12か所の保仔純設に対し

て、補助金が交付された。 その地域的な内訳は、札幌市 2か所、崎玉県浦和l市 l

か所、ヰ業 1Ç~ iI目安Tli1か所、};Iミ京 1111八 ヱ チ rii1か所、東京都町田市 lか所、横浜

市 2か所、名古屋市 iか所、大阪府吹旧市 lか所、神戸市 lか所、広島 Tli1か所

である 。
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第四主主 結論

本研究では、都市における女性の目前活動がどのように時間的 空間的に械成

されているのかを、時間地理学的な枠組みを援丹lして明らかにすることを目的と

した。 それは、現代の都 市社会における諸問題の多くは、われわれの日常活動の

時間的・空間的な配 i丘問題と供lわっているからである 。 そ の際に、居住空間と職

場の空間、余暇の空間といった機能地域分化のために、現代の都市空間の中で人

々 が日常活動を遂行する際に直面するさまざまな問題が、女性の日常活動に典型

的に程M察されるという認識に基づいて分析を行なった。 分析の枠組みとしては、

おもに時間地理学のアプローチに依拠した。 しかしながら本研究では、活動の長

期的な動 fLi¥も視野に入れ、 l時間地理学の制約概念だけでなく、活動を遂行するに

際 し ての個人の意図・意思を包含するプロジェク卜概念も重視した。 これらの点

は、従来の時間地理学の枠組みを超えるものである 。

以下、本研究の各章の 内容を要約し、得られた成巣について順に述べることと

する。

第 I章では、 まず本研究の基本的な問題意識を提示した。 まず、現代の低成長

時代 における社会の重要な諜題は、生活の豊かさを個人レヘルで笑現することで

あり、それには日常生活 に お け る 活 動 の 充 実 を 図 る こ と であるという認識を表明

した。こうした問題を考えるためには、日常活動のなりたちを考察することが不

可欠であり、その際とくに-J;c性の目指助活動を考察することが有益であるとの指摘

を行なった。それは、男性の昼間の活動はその多くが仕事で単調なのに対して、

女性の場合には活動の内容が多様であるという理由に基づいていた。

第日主主では、本研究の研究枠組みと深い関連をもっている日市活動に関するさ

ま ざ まなアプローチを概観した。それらは、①マスメディアを主体として行なわ

れてきた時間収支研究や経済学における時間配分理論など、 お も に 空 間 的 次 元 を

捨象し た生活時間研究、② 1日の活動の全体的なパターンを考察することによっ

て活動 へ の参加のパターンを考察した活動ノfターン研究と 、 交 通 行 動 研 究 に お け

る活動の l時 間的 スケ ジューリングを考慮した交通需要他計モデル化の研究、③人

間の活動の時間的・空間的連続性を強調し、制約の分析に力去をおいた l時間地理

学的研究、などである 。 また 、 それらの理論的発展の動向をたどることにより、

各アプローチにおいて謀長Eとなっている 問題を摘出したのち、本研究の分析枠組
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みの特徴を明らかにした。 それらは次の 3点にまとめられる 。

i) 長 Jgj1悶にわたる活動の述統を考察したこと 。

i i) 11寺l白地理学における制約慨念だけでなくプロジェクト概念を重視したこと 0

iii) 日常活動がどのように組み立てられているかを説明することを重御したこ

と。

第凹主主では、 トリップ調査によく用いられている 二 つの調査方法を取り上げ、

得 られた結果を比較検討した。 まず、調査方法について検討を行ない、とくにサ

ンプリノグ方法とフォーマットの問題を詳しく論じた。 次に、 i島市の PT調査と

1日の活動全体についても尋ねる活動調査によって得られたトリップの諸指標を

比較し、つぎのような点を明らかにした。 第 lに、 l人 1日当りのサイクル数、

トリップ数ともに活動調査の方がかなり多かった。 第 2に、外出 l時間の長さ、時

間待 別外出率、移動距離を両調査で調べると、必ずしも明確な差は認められなか

った。 また女性のサンプルの場合には、就業状態の定義に留意することが必要で

あるとの指摘も行なった。

第 lV章では、都市の内部地域に居住する 主 婦の日常活動の構造の抱握を目的と

した分析を行なった。 名古屋市東区に居住する主婦を対象とした調査を実施し、

サンプルの活動データから得られた 1日の時間利用と外出に関するデータに基づ

いて、主婦の 1日の時間配分の類型化を行ない、各類型の特徴を明らかにした。

次に、各類型ごとに l口の中で生じる外出行動の特徴を氾握した。 最後に、 1日

単位 の時間配分のプロジェクトが、より長期にはどのような構成を示すのかを考

察 した。その結果、これらの 3つのレヘルの分析から次のような点が明らかとな

った。第 lに、 1日の時間利用のおi型ごとに外出行動の生起する状況がかなり異

なることが明らかとなった。 1日の時間利用と外出行動をそれぞれ七位と下位の

プロジェクトと考えると、たとえば 「家事」 の外出は主婦全般に観察される下位

のプロシノェクトであるが、その生起する時刻や場所、前後の活動は上位のプロ ν

ェク卜によって異なっているのである。第 2に、個人ごとの 4週 間 の 時 間 利 用 の

プロジェクトの構成はかなり多様であることが明らかとなった 。 これらの 2点か

ら、第 3の去として次のことを指摘した。 すなわち、 1日の時間利用の類型によ

って外出行動;が生起する状況は多様であり、 4週間における 1日の時間利用のプ

ロジェクトの構成はかなり多様であるため、下位のプロジェク卜(外出行動)の
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生起する状況は、|司 ー の 主 婦についてみればかなり多機で あ る と」言えられた。 た

だし、そうした 4週間の中の 1日の時間平IJ)ljプロンェクトの出現には反復性も認

められた。

第 V 章では、名古屋市東区に隣接する尼 ~JU也市を調査対象地域として取り 上げ

た 。 大都市内部地域と郊外地域との比較という観点から第 W 章とほぼ同様の 手 ) I~i

で分析を行な った結果、 l 日の時 1m 利用の類型!として第 rv ~ の結果に対応する 6

つの類型が抽出された。 トリップ数について検討すると、 l日当たりトリップ数

や サイクル数については若干の数値の違いは認められたが、各類型ごとのトリッ

プ数やサイクル数、多目的 ト リ ッ プ の 比 率 な ど の 而 で は 全般的にかなり似ていた。

時間帯 別にみた活動の推移は、大都市の内部地域に比べて内戦のサンプルが多い

こともあって、自宅での 「労働 」 が相対的に多い結果となった。 外出先の位置は、

大都市の内部地域と知外地域という差異を最も明瞭に反映し、尾 ~R 旭市では全般

に都 心や白地区で活動が行なわれる割合が低く、その他の地区で活動が行なわれ

るおl合が高いという結果が符られた。 これは、名古屋市東 区の調査対象地域は都

心の商 業中心に隣接しているのに対して、尾張 j也市の調査対象地域は都心商業地

域からかなり離れていることの原因があると考えられた。 さらに、 j苫舗密度の点

で も 、大都市内部地域と比較すると郊外地域は密度が低いことにも原因があるだ

ろう 。 4週間の時間利用類型の出現の曜日ごとの規 lllJ性をシ ミ ュ レ ー ゾ ヨ ン に よ

って検討した結泉、ここでも 4迎|却を通じた時間利用に曜日ごとの規則性がみら

fこ。

第 VJ章では、第 JV章と第 V主主での こ つの地域における女 性 の 日 常 活 動 の 分 析 か

ら 得られた結果を整理し 、長期的な動態の悦点から再解釈 を 試 み た。 その結来、

次のような点が明らかと なった。 まず第 lに、時間利用の 6類型を様式図の中に

位置付けて、次のような解釈を与えた。 都 市 に お け る 女 性の日常活動は、高度成

長期以前には男性の日常 活 動 の パ タ ー ン に 近 い B型 の プ ロジェクトを選ぶかそれ

とも 在宅時間の長いプロジェクトを選ぶかという選択しかなかったものが、戦後

の高度成長期jに拡大した女子のパートタイム雇用によって、 B型に近い D裂のプ

ロジェクトが社会に広く普及するようになった。 このプロジェクトは、長期的に

見れば他の時間利用類型と両立可能であり、これが都市における女子労働力率を

高めることにつながったと考えられる 。 第 2に、 3年間を通じたトリ γプ数やサ

イクル数の変動は、もしその人に就業状態やライフサイクル上での変化がなけれ

ば、きわめて小さいことが明らかとなった。 それゆえ、 トリップの発生は長期的
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にはかなり安定していると 言 えよう 。 また、サイクル数やトリップ数に時系列的

変 動 に対して、就業状態の変化よりもライフサイクル上の変化の方が大きな影響

を及 ぼしていることも指摘しておいた。 第 3に、既婚女性 の 就 業 経 験 を ラ イ フ サ

イクルや居住歴と合わせて検討すると、ライフサイクルを経るにつれて女性の職

場経験の回数は増えており、立;性の労働市場への参入・退出がかなり頻繁である

ことを意味していた。 その場合、結婚や出産を契機とする就業状態の変化に比べ

ると、転居を契機とした就業状態の変化は小さいことが明らかとなった。

第四 主主 では 、都 市に おける女性の目前活動の時空問機造の分析が、都市で 生 活

する女性の現実に抱えている|問題を検討する上で有効であることを示す事例とし

て、郊外地域における保育 サ ー ビ ス の 問 題 を 取 り 上 げて考察した。 調査対象地域

は 名 古屋市の東部に隣接する愛知県日進町である 。 その結果まず、日進町fの保育

サ ー ビスは全国的にみればほぼ平均的な水準であることを確認したのち、日進出]

に居住する乳幼児を抱え た 妻 に と っ て 就 業 に ネ γ ク と な っている問題は、保育所

の開閣時間と送迎の問題 であることを指摘した。 これらの不ツクを解消する施策

として、 l)延長保育の拡充および保育所の駅前立地の促進による保育所サービス

の利便性の向上、 2)オフ ィスの郊外分散の推進による通勤時間の短縮、 3)フレッ

クスタイム IU'Iなど柔軟な労働時間の推進による夫婦の活動時間の柔軟化、4)オフ

ィスに保育施設を併殺するリンケージ政策の推進を通じた 土地利用の混在化、な

どの施策の有効性について、日常活動の身祭に基づいて吟 味 し た。

また 1lli論においては、わが 国 に お け る 女 子 労 働 の 現 況 を地域レヘルで犯握する

ために、全国における女子労 働 力 の 趨 勢 を 概 観 し 、 都 道 府県における女子労働力

率の地域差の要因を多変量解析によって分析した。 その結来 、 過 去 30年間に都市

部 で は女子就業率は上昇傾向にあり、反対に股村部では低下傾向にあることがわ

かった 。 それゆえ、いわゆる M 字型の年齢 ~IJ 女子就業率のプロフィールは都市部

・股村部とも以前に比べてより l列僚になってきた。 また、霊回帰分析によって地

域的変動の要因を分析すると、 l5-24i殺の年齢層では地域 差 を 説 明 す る 要 因 が 明

確には認められなかったが、 35-44成や 45-55歳の年齢層では都市であるか股村

であるかが女子労働力の地域差を説明する最大の要因であった。 けれども、 20年

前に比べると都市と農村の差は明確でなくなりつつある。 次に、大都市における

女子就業の状況を名古屋市を事例として取り上げて、その就業機:&tや通勤パター

ンについて検討した。 女子の就業構造に大きな影響を及 lま したのは製造業の郊外

移 転 による都市内工業の衰退であり、その結果、女 子 の産業)JIJ就業分野にかなり
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大きな変動が生じた。 女子の通勤は男子よりも短い Re向性であることが特徴であ る。

これを詳しく検討すると 、若年の女子の場合には通勤距離は男 子と よく似ている

が、中高年の女子 は家紋従業者として就業する割l合が高いため、通勤距離が男 子

よ り もかなり短いことが明らかとなった。

以上、本論文では、これまでの通勤圏 ・肉固など地理学の分野における時間を

捨 象 した空間的活動パターン分析や、時間収支研究の分野における空間を捨象し

た生 活 様式の研究などの視 占 を 統 合 し 、 人 々 の 日 持 活 動 を時間と空間の両方の次

元から同時に分析することによって、-I，c性の日常活動を総体として氾握しようと

した。 そのために時間地理学の分析枠に基づいて、都市に 居住する女性の i日の

活動のなりたちを考察した。 とくに、日市活動の長期的な動態の側面にも着目し、

時間地 理学の制約概念だけでなくプロジェクト概念を援用することによって、女

性 の 日時活動のなりたちを明らかにした。

ここで 、 上 で 述 べ た 本研究の成果のうち、従来の研究にみられない特徴的なこ

とがらを要約すると以下のようになる 。

1 )まず、円常活動を分析するためのデータ収集の方法について、綿密な検討を

行なった。 そ し て 、パーソントリップ調査と生活時間調査の両方を取り入れ

たフォーマットを持つ調査票を j円い、 4週間の活動に関するデータを収集し

たこと 。 これは、従来のパーソントリップ調査による 分析では自宅における

活動が犯握できなかった点を改善するものである 。 この種のデータを収集で

きたので、 1日 の 活動全体を分析の対象として扱うことができた。

2H週間という調査期間の長さは、サンプリングにおけ る 時 間 的 な ラ ン ダ ム 性

を確保するためであ り 、 こ う し た 長 期 間 に わ た る デ ータを収集することによ

ってはじめて活動の長期的な動態が明らかにされ得ること 。 活動の長期的野J

f@を分析した結果、 女性の活動は毎日ほぼ問 ー の 1日単位の時間利用を示す

人もいれば人ば、日によって様々な時間利用を示す人もいることが明らかと

なった。

3) 3年間の活動の変化やライフサイクルの上での現在の位世という、 4週間よ

り も さ ら に 長 期 のタイムスパンで活動の動 fLi¥を観察すると 、 ラ イ フ サ イ ク ル

上での変化が、女性の活動に対して影響を及ぼしていることが明らかとなっ

fこ。
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4 )幼児を飽えた既婚 k性の就業に とっ て障害とな っている 青 児 とい う活 動 は、

保 育 サービスと い う社 会 的な保育のプロジェクトを充 実 させるこ とによ って

ある程度は解消されるが、現状のサービス水準ではまだ不十分な 点 がある 。

そのため、日 'I;;~ 活 ffVJ の分析に基づいて、保育サービスの現状が女性の日市 活

動とどんな点で対応できていないかを明らかにし、そ の改善策に閲して評価

.検討を行なった。

本研究の成*を今後さ らに実りあるものとするためには 、いくつかの残された

諜題がある 。

本研究では、数量的な推計をほとんど行なっておらず、基本的には活動を 記 述

・説明することに終始した。 今後、モデル化を図るために多くの解決すべき問題

が 残 されているけれども、活動需要の推計に取り組むことによって、それぞれの

施設の需要推計や交通需要挑計をこれまでよりも正確に 行 なうことができるよう

になるだろう 。 現在交通 言Ii亜の分野において用いられている推計 手 法はロジソト

モデルが 主流であり 、 この稲のモデルを適用するにはかなりのサンプル数が必要

となるため、本研究において 用 い た 調 査 方 法 を よ り 簡 素 なものにして、調査にか

かる負担を減らし、大量のサンプルが得られるように工夫をしなければならない

だろう 。

同様の問題は、動態分析 の モ デ ル 化 に つ い て も 言 えよう 。 近年において動蝕分

析が活発に行なわれている研究分野は購買行動研究の分野で あ る が 、 そ こ で は 、

実物に関するパネルデータを P0 Sデータから加工して分析が行なわれている。

そのため 利用 可能 なデ ータは、購買の記録に閲するものに限られている。 しかし、

モデルの開発はかなり進んでおり、日時賀行動研究の分野におけるモデル化のアイ

ディアを、 本研究で対象とした活動全体に適用する方向性も 試 み る 価 値 が あ る だ

ろう 。
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補論 大都市における女子就業の趨勢と地域差

l 紙説

補 論としてここでは、これまでの考察の中で都市における主婦の日常活動に対

してか なり大きな影響を与える要因として指摘してきた女性の就業の問題に焦点

を当てる 。 女子就業とい うトピックそのものは、非常にさまざまな学問領域で扱

わ れ てきているが、ここでは、女子就業が目指活動の時空間構造に対して就業が

及ぼす影響という観点に着目しながら、都市における女子就業の動向を考察して

みたい。

近 年におけるわが国の女子就業の研究は様々な分野で行なわれるようになって

きた。 例えば、篠塚(1982)、竹中(1973)、大森 (1990)、ホーン・川嶋(1985)らは、

その著替の中で女子就業率の動向を概観し、産業・職業別i!iIJ向にも 言及している。

とくに篠縁(1982)は市郡別に、佐野(1 972)は首都圏市町村に関して市町村別就業

率の差兵を検討 している。 ま た 、 宮 尾 (1972)と八代(1983)は、女子就業率の推移

と背去 に つ い て 包 括 的 な考察を行なっている 。 こう し た アプローチはその分析視

角が様々であり、導き出された含意も多様である 。 例えば、 女 子 就 業 を 増 大 さ せ

る要因として家計における労働供給に着目したミクロレベルの研究や、労働市場

の精進変 化 と い う マ ク ロな労働需要の構造変化に着目した研究などがある。

一方、通勤トリップに見 ら れ る 男 女 差 に関しては、 Fagnani(1983)や Johnston-

Anumonwo(1988)や Villeneuveand Rose(1988)による検討が行なわれている。 こう

した研究は、通勤ノfターンに見られる男女差を明らかにし 、 そ の 原 因 は ど こ に あ

るのか を検討している。女子の通勤距離が男子よりも短いのは、女子の賃金率が

低いため に ジ ョ ブ サ ー チが空間的に広がらない、あるいは遠距離通勤がペイしな

いためであるという説明が存在する 一方、短時間雇用の近距離通勤労働力が相対

的に貨富であるために雇用側;が女子を積極的に雇用した結果に過ぎないという説

明も あり、明確な結論は得られていな L、。 この両者の研究は、就業行動にみられ

る男女差と、日常行動にみ ら れ る 男 女 差 、 そ し て 女 性 の 就業が男女の日常行動に

与える影響の大きさの存在を示している 。

これに対して、女子労働 の 実 態 を 地 域 レ ベ ル に お い て 考察した研究はさほど多

くなし、。 そこで以下では、まず戦後の:J;z:子就業率・労働力率の変遷を概観し、次

に女子労働力率の地域的な 差 奥 を 重 回 帰 分 析 モ デ ル に よ ってその変動要因を明ら

かにする。そして最後に、大都市における女子労働の状況を詳しく見るために名
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古屋市を事例に取り上げ、その就業構造ーの変化と通勤パターンを考察する 。

2 戦後における女子就業率の推移

1955年から 1985年までの聞に、全国の女子就業率"は、多少の変動はあったも

ののほぼ 50%台の前半で 推移してきており、かなり安定しているようように思わ

れる(補 ー I図)。 けれども、就業率を市部と郡部に分けて 求め ると 、両 者の 聞

にはかなりの追いが認められる。 1955年における市部の就業率は 45%、郡部は 64

%で あり、市部の就業率は郡部のそれを 20%近くも下回っていた。 しかし近年両

者はかなり接近してきており、 1985年には市部の女子就業 率 は 50%、郡部の就業

率は 59%となってきている 。 つまり、戦後において市部と郁 部の就業率は全く逆

の 動 きをみせ、市部では上昇、郡部では低下したこと、その結果、依然として郡

部の方が高い就業率を維持してはいるものの、市部との差 は 30年前に比べて約半

分の 9%へと縮小したことがわかる。
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これを、年齢別に詳しく見たのが純 一 2図である。 この図によれば、市部 ・郡

部ともに、 1955年においては 20-24歳の就業率をピークとする 左肩 上 がりの M字

型プロフィール を 示していた。 ところが 1985年の年齢別プロフィー ル では、 40-

49歳を中心とする中年層の就業率が 20代前半の就業率にほぼ 匹 敵 す る 二 つのピー
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クをもっ M 字 型 へ と 移 行した。 さらに 1985年の年齢別就業 率 のプロフィー ル の特

徴として、中年層の山がかなり大きな年齢帽を持っていること 、 25-34歳の就業

率の務ち込みは 1955年に比べて 一 層大きいこと、 15-19歳の 就 業 率 は こ の 30年 間

に約 50%から 15%前後へと急減したこと、などが 挙 げられるだろう 。

以上の年齢階層別女子就業率の推移の概要から、次の四 つ の 点 が 読 み 取 れ る だ

ろう 。 まず第 1に、中 高年 層 の 就業 率 の大幅な上 昇と 、こ うし たノfターンを 示す

中高年層の年齢層の幅の広さ (40-54歳 〉が、戦後における 年 齢階層別女 子 就業

率プ ロフィールの推移の最大の特徴で ある ことが指摘できる 。 この 点は、 従来か

ら世間で広〈 言 われていることであるが、 上 記のデータから も あ ら た め て 、 こ の

ことが戦後における年齢階 層 別 女 子 就 業 率 プ ロ フ ィ ー ル の推移の最大の特徴であ

ることが指摘できる 。 第 2に、 1955年に比べて 1985年の方がより M 字 型プロフィ

ールが顕著になりつつあること、 言 い換えれば、 1955年段 階 で は さ ほ ど 明 日置でな
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かった 25~ 34歳の就業率は、周辺の他の年齢層とくに中年庖の就業率が地大した

こともあって、その~ち込みが 一層激しくなっている点も指摘できる 。 つまり、

M字型プロフィールは日本の女子就業率の特徴の ー っとされるが、その特徴がこ

の30年間でさらに明瞭となっているのである。第 3に、市部と郡部の就業率のプ

ロ フ ィールの形状が似ていることである。市部と郡部の年齢階層ごとの就業率や

その 推移は必ずしも同ーではないが、結果としてのプロフィールは 1955年、 1985

年ともに類似している。こ の こ と は 、 市 部 と 郡 部 で は 就 業環境に差が存在するも

のの、年齢階層による就業率の差異に I錯しては本質的な違いはないことを示して

いるものと判断される。 4 番目の点は、 15~ 19歳の就業率の激減である。その最

大の要因は進学率の急激な上昇にあり、その結果この年齢層では 30年足らずの聞

に30%以上も就業率が低 下 し た の で あ る 。 し か も こ の 年 齢層の女子労働力は、戦

前においては、繊維産業を主とするわが国の基幹産業を担っていた代表的な労働

力 で あったのである。戦後から高度成長の初期までは、こうした若年女子労働力

が重要な労働力として供給 さ れ る 構 造 が 継 続 し て い た け れども、段近の 30年間に

おける こうした相対的に低賃金労働を担っていた若年応女子労働の激減は、戦後

日本の産業構造の近代化・高度化を別の側面から物託っていると Jえよう 。

こうした日本の M字型の年齢別プロフィールは、他の先進国と比較すると例外

的になりつつある。欧米の主契国(スウェーデン、アメリカ、フランス)もかつ

ては 日本と同様に M字型 のプロフィールを示していたが、現在では子育て期に労

働力率が低下しない「逆 U字型」のプロフィ ールを示すよ う に な っ て きて いる。

先進国 のなかでイギリスはもっとも日本に近い年齢別女子労働力率のプロフィー

ルを示すと言われてきたが、現在では逆 U字型に近ついている。それゆえ、こう

し た 子育て期における女性の労働市場からの徹退は、国際的にみてもきわめて特

殊な状況であると言える。

3. 1985年の都道府県 Zil女子労働力率の多変量解析

前節 で は、時 系列 に見 た女子 就 業 率 の 変 化 を概 観 した。 そこ で本節 で は、 1985

年時点にお け る 郡 道 府県別 女 子労 働 力率の地域差に関する分析を行なう。その目

的は、 1985年の時点における女子労 働力率の地域差の要因 を 多 変 量 解 析 に よ っ て

明らかにすることにある。すなわち、前節での考察が女子労働の変動を時系列的

に見た ものであったのに対して、本節ではクロス・セクションの分析によって、

地域差 の実態を他握しようとする点に主阪がある。多変量解析による要因分析に
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入る前に、全国的な地域差の状況について述べておく 。

( 1 )都道府県別にみた女子労働力の地境的差巽

1985年における 15~ 制裁の女子労働力率は、全国平均でみると 53. 52出であった。

10成ごとの年齢階層別に都道府県別女子労働力率の記述統計t誌をまとめたのが補

- 1表である。前節でも見たように、中高年が他の年 齢層よりも 高い労働力率を

示し、とくに 45~ 54歳が殺も高い値 (62.88%) となっている。 また、人口によっ

て重み付けした標準偏差は、 15~ 24織で 2.41と段も小さく、 他 の 年 齢 層 と 比 較 し

て非常に地域差が小さ いことを示している。 その他の 4つの年齢 j白の標準偏差は

6~7% 程度であり、比較的類似した値を示しているのとは対照的である 。 これ

は、同 じ表中のレンゾの値からも裏付けられる。言い換えれば、ほぽ結婚前の年

齢層である 15~ 24歳では、女子労働 )J率の地峡差が極めて小 さ い の に 対 し て 、 結

婚後 の年齢層では女子労働力率にかなり大きな地域差が見られ る 。 25放~ 64成の

年齢!百の中では 、 35~ 44裁の年齢層の標準偏差が段も大き く、次いで 25~ 34放の

年齢周 の l順となっている。

補 -1表 都道府県)JIJ女子労働力率の記述統計量

年齢 15~24歳 25~飢餓 35~44銭 45~54歳出~64歳

平均(%) 44. 2 51.5 61.6 62. 9 44.4 

4票準偏差 2.4 7. 5 7.6 6. 6 5. 8 

レンジ 11. 5 36.0 33.2 28.4 24. 0 

中央値 43. 9 49. 7 58. 7 61. 0 43. 7 

大阪府 愛媛県 京都府 宮城県 新潟県

最大値 49. 0 76.4 80. 8 77.6 57. 8 

福井県 山形県 山形1阜 長野県 長ffVr~ 

最小値 37. 5 40. 3 47. 6 49. 2 33. 9 

沖縄県 奈良県 奈良県 子長良 11;~ 奈良以

資料総務庁統計局 「国勢調査J1985 

次に、この都道府県 別 女 子 労 働 力 E容を図化した術-3図~補ー 7凶から、その

地域的なパターンの概略を抱 侵 し て み よ う 。

まず、 15~ 24歳の年齢層では、全般的に、股村的都道府県においてパーセント

が高い 傾向がみられる(補 3 図 〕。もっと も、上で述べたように 15~ 24歳の女

子労働力率は、都道府県によるぱらつきが他の年齢層と比べれば小さいため、こ

の 傾 向はさほど強いとは言えない。大都市聞についてみると、郊外地域である千

ー 129-



d 

_0%む

耳
目

D 

I 
y f 

メy

OI L-」 oどら
川 3図 15-24放の女子労働力率(1985年)

資料 『国努調査J

業・埼 玉・奈良の各県は低い労働力率を示しているが、同じ郊外地域の滋賀県は

や や 高い値を示している。そのため、大都市郊外では女子労働力率が低いとは一

概には言えない。一 方、大都市閣の核心地域にあたる東京・神奈川 ・愛知 ・大阪

の都府県は中位からやや高位の{直を示している。この年齢層には学生もかなり含

ま れ ており、しかも、高校進学率よりも大学進学率の方が地域差が大きいこと 2)

を考えあわせると、大学進学率がこの年齢層の労働力率 に影響を与える可能性が

ある 。
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25-34歳の年齢層の図では、 j災村対都市の対比が 15-24歳の年齢層の図よりも

はっきりと読み取ることができる(補 4図) 。 この年齢層が結婚後の幼い幼児

を 抱えた子育て 191に相当することを考え合わせれば、都市部では子育て期に労働

力E容が低下することが股 村 部 の 女 子 と の 大 き な 追 い と 指摘できる。一方、地方の

中で は、とくに日本海側の新潟・富山 ・福 井 ・ 鳥 取 の 各県で女子労働力率が高い

傾向が認められる 。 35-44歳の年齢層の地域的パタ ー ンも、この年齢層のパター

ン と ほぼ同 ー の傾向を示している (補 5図 )。
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45-54裁の年齢層も、 25-34歳、 35-44歳の年齢層と同じように都市部で低く

農村部で高い傾向が認められる(補 6図)。けれども、地方の中でも、青森 ・

長崎 ・大分・沖縄の各県ではやや低めの値を示し、若い年齢層とは違う傾向も認

められる。また、静岡や栃木など都市部と j込村部の中位に あ た る 県 で も 労 働 力 率

が高めの値を示している点も、 25-34歳、 35-44歳の年 齢層にみられた傾向とは

日本海側で労働力率が低いという 25-34歳、 35-44裁の異なる。こうした結果、

年齢層でみられた傾向は 、 45-54歳では明確に認めることができなくなっている 。
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資料 『国勢調nl

55-64歳の」王子労働力率の図から全国的なパターンを読み取ることは、非常に

.~ i 

難しい(補← 7図)。 都市部と j良村部という対立パター/は全く認められない。

かといって、なんらかの別の系統的パターノを認識することも閤縦である。

前節において、全国の市郡別女子就業率の時系列的動向の特徴として、市部 と

郡部の格差が縮小しつつあり、かなり類似した年齢別就業率のプロフィールを示

すようになってきていることを指摘した。こうした格差は近年では縮小傾向を示

しているものの、 1985年時点における状況を示す補 3図~補 7図の 5枚の図
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は、 25~ 34歳、 35~ 44歳の年齢層では労働力率が都市部で低く農村部で高いとい

う傾向が依然として明瞭に認められることを裏付けている 。 しかも殿村部でも、

とくに日本海側沿岸の県では高い値を示していた。けれども、 l5~ 24歳や 45歳以

上の年齢層ではそうしたパターンはさほど明瞭ではない。

(2)都道府県別女子労働力率の重回帰分析

l)データ
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次に、 5つの年齢階層別の都道府県別女子労働力率を従属変数として、重回帰

分 析を行なった。 ここで試みる都道府県別女子労働力の地 域差の分析とかなり類

似 した観点に立った分析 が 梅 谷 (972)によって試みられており、まず、簡単にそ

の結果を紹介しておく 。

梅谷は、第 l次産業就業者率と世帯所得(男子賃金)を独立変数とした女子労

働力率の既存の分析を参考にしながら、労働経済学の拒J!.¥'!:から、労働市場を取り

巻く諸要因を独立変数として有配偶女子の労働力率に重回帰分析を行なった。 回

帰モデルは、線 Jr;モデルと対数線形モデルの両者について行なわれた。

梅谷が用いた独立変数は、①家計所得、②女子の市場賃金率、 ③子 供の数、③

女子の学歴、③求職倍率、⑥地域特性 (1災業就業者率〉、の 6つであった 。 分析の

結果、 2つの回帰モデルの両者とも o8を越える決定係数が得られた。 6変数の中

では、股業就業者一率と求職倍率の変数のパラメータの有意性が高く、賃金率と学

歴の変数のパラメータの有意性は低かった。 この結果から悔谷は、都道府県の女

子労働 力 率 は お も に 就業機会を示す変数と深い関連があり、就業条件に関する変

数との関連は薄いとの 結 論 を 得 た。

梅谷 が 分 析 を 行 な った 1965年当時、日本の労働力全体 に占める農業就業者の比

率は 37.9%もあったが、 1985年にはわずか 8.3%まで低下した。そこで、こうした

経済環 境 の 激 変 に よ って、都道府県別女子労働力率を規定する要因がどのように

変化したのかを調べることは興味深いであろう 。

以下 の 分 析 で 用 い た独立変数は、供給仰lの要因に関するものと需要1JlIJの要因に

関するこつのクループに大別される 。

A 供給側の要因

近年とりわけ既婚女 子 の 労 働 力 率 が 高 ま っ て い る こ とは、前節において言及し

た。全 般的に女子就業は、家計所得が低い世帯ほど高く、 子 供 の 数 が 少 な け れ ば

容易となる(梅谷， 1972;八代， 1983;篠塚， 1982)。それゆえここでは、家計所得を示

す変数として、 l世帯当たり平均消費支出額を取り入れた。 1世帯F当たりの子供

の数は、全国レベルでみ る と 戦 後 次 第 に 地 域 格 差 は 減 少しており、また、現在ま

で弱いながらも残存している地域絡差は、都市部の県で低く農村部の県で高い (伊

藤， 1 9 7 9)。それゆえ、子供の数に関する変数の代替として、農家世帯率を用いた。

学歴が女子就業に及 lます影響はかなり複雑であり、また、社会によってかなり

その影響の与え方も異なる。日本の場合には、若年層で高校 ・大学進学率が高ま
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ることによって、当該年 齢 層 の 就 業 者 は 減 少 す る 。 全国レ ベ ル で は 、 確 か に こ う

したメカニズムは認められるが、地域単位のデータを考察する場合には、かなり

の注意が必要である 。 すなわち、ある県の高校進学率の上昇は多くの場合、その

県にお ける当該年齢層の就業率の低下を招くけれども、大学進学率の上昇は、就

業率の 低下には直接結び付かないからである。なぜなら、大学の分布は大都市に

偏っており、地方の出 身者は、進学に伴 L、大都市に移動するからである 。 それゆ

え、女子の学IT.Iの高まりが女子労働力に及ぼす影響を一概に推測することは難し

いが、とりあえず女子の大学進学率(含短大)を独立変数の ー っ と し て 取 り 入 れ

た。

B 需要胡IJの要因

女子 を 労 働 力 と し て雇用する側の要因として、各県の産業情 i宜を表す変数を取

り上げ た 。 そ れ は 、 各県の人口 l人当りの製造品出荷額を 3分対した基礎素材型

製造品出荷額、加工組立型製造品出荷額、生活関連型車~m 品出荷砲1 "と、人口 l

人当り卸 売業販売額、小売業販売額である 。 さらに加えて、女子雇用は J息子に比

べて中小零細企業が多いことから、全事業所(氏自)従業者のうち 5人未満の従

業者数の事業所で就業する人の比率(中小企業従業者率)を 11，立変数に取り入れ

た。また、地域労働市場全般を代表する指枚、として、有効求人倍率と高卒主;子初

任給額も変数として取 り入れた。

従属変数は、 10歳ごとの年齢階層別の女子労働力を用いた。それは、女子は男

子とは異なり、年齢胞によって就業の構造が大きく異なり、全体を一括した分析

では重回帰分析による分 析 が 困 難 と 思 わ れ る か ら で あ る。もちろん、どのような

年齢区分を用いたとしても完壁ではあり得ないが、あまり細かな年齢階層に区切

っても煩雑さが増すばかりであるため、ここでは 10歳ごとの年齢階層区分を取っ

た。

重 回帰分析では、各年齢層の労働力率を独立変数、女子労働の需要側と供給側

の要因に関する lJの変数を従属変数として、回帰方程式を求めた。 回帰式の推定

はステップワイズ法(変数増減法)を用いて行なった。従属変数に関するデータ

は、 種々の統計資料に依った‘¥その結果、補 2表のような回帰式が得られた。

これら得られた 5つの回帰式について、前節で述べた労働力の全国的なパターン

と関連させながら以下で考察を行なう。
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術 2表 重回帰分析の結果

Yy， y， Y. Y5 
X， (0.26) ー (-0.09) ー (-0.06) (0.02) -0.50・・ (-0.09)

L 0 39・・ (0.24) 0.65・・(0.70) 0.88リ (0.77) 0.83" (0.75) 0.63" (0.58) 
X， -0.41・・(ーO.39) -0.20・(-0. 55) ー (ー0.41) ー 〔ー0.30) 0.31・・ (-0.03)

X. -0.17 (-0.21) -0.26・・(-0.43) (-0.22) ー (-0.08) (-0.01) 
X5 (0.27) ー (-0.26) ー ( ーO.08) ー (0.10) (0.13) 
L ー (0.19) (ーO.25) ー (-0.08) ー (0.08) ー (0.17) 

正 一 (0.24) ー (-0.10) (-0.18) ー 〔ーo.19) ー (-0.15) 

X， 0.57日 (0.55) 0.33" (0.11) 0.39" (0.14) 0.32・・(0.18) 0.27・ (0. 11) 
X， ー(ーO.37) ー (0.01)ー (0.01) (-0.05) (0.09) 
V10  ー (0.39) (0.03) (0.22) 0.24" (0.40) 0.60・・ (0. 43) 

記" 0.40・・ (0. 11) ー (-0.51) (ーO.41) ー (-0.23) (-0.08) 
重相関係数 0.806・・ O. 826・・ O. 859・・ 0.878・・ O. 828・・

重決定係数 0.649 0.712 0 734 0.771 0.686 

注・・は 1%の有意水準で有意、 ・は5%の有意水準で有意であることを示す。

かっこ内の数字は相関係数を示す。
従属変数はX，-X，、独立変数はy，-y 110 

Y'-Y5はそれぞれ、 15-24歳、 25-34歳、 35-44歳、 45-54歳、 55-64歳の女子労働力率を示す。

X，世帯当り平均支出額、 X，・農家世帯比率、 X，:女子の大学進学率、 X.・1人当り基礎素材

型製造品出荷額、 X5: 1人当り加工組立型製造品出荷額、 X，:1人当り生活関連型製造品出荷

額、X，: 1人当り卸売出荷額、 X，:1人当り小売出荷額、 X，小規模事業所従事者比率、 XIO

有効求人倍率、 XII高卒女子の平均初任給。

2)分析結果

i)女子労働力の全国的なパターンは、 15~ 24歳の年齢層とそれ以上の年齢層で

は、説明要因が大きく呉 な っ て い る 。 こ う し た 説 明 要 因の違いは、女子の場合に

は、結婚前の就業は雇用者としての形が多く男子とさほど違いがないのに対して、

結 婚 後の就業は自営業主や家族従業者の形態が多くなるという精道的差の存在に

対 応 すると考えられる。言い換えれば、結婚前にはフルタイムの雇用者として就

業することが女子就業には一般的であるのに対し、結婚後にはパートやアルバイ

ト、家業の手伝い等の形態の就業が多くなるという切断な2.qYQがイf在しており、

それが、各年齢層の女子労働力率を説明する安因に i主いが生じる理由となってい

る。

ii)15~ 24歳の回帰式における独立変数の中では、 l人 当 り 小 売 業 販 売 額 に 関 す

る標準偏回帰パラメータ ー の値が最大であるが、 25歳以上の 4つの回帰式では、

脱家世帯率の標準偏回帰パラメーター{直が最大である。ただし、モデルの決定係

数をみると、 45~ 54歳の年齢層で最も高〈、 15~ 24歳の 年齢層で最も低くなって

いる。すなわち、 45~ 54歳の年齢層において 3つ の 独 立変数からなるモデルによ

って女子労働力の地域的変動の 77%が説明されるのに対して、 15~ 24歳の年齢層
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では、 5つ の 独 立 変 数によって女 子 労働力 率 の地域的変動 の65%しか 説明 されな

L、。

iii)l5-24歳の回帰式では、 2番目に大きな標準偏回帰ノ守ラメータ ー 他を 示す

のは大学進学率となっているが、若年層における大学進学率と労働力率との関係

は復雑であり、単純な説明を与えることは難しい。

iv)25-64歳の聞の 4つの回帰式においては、 hA家1lt帯率に閲する標準偏回帰ノf

ラメーター値が最も大 きいのは 35-44t&:の年齢層であり、次いで 45-54歳の 年 齢

層となっている。 つまり、女子就業に閲しては、 j良村対都市の対 立が :Iikもはっき

りと表出するのはお-44放の年齢層であり、 45-54歳の年 齢 層 も こ れ に か な り近

い結果とな っている 。

v)55-64歳の年齢層 では股家世持率の独立 変数によって 一 番説明されるものの、

25-54般の年齢層と比べればその度合いは小さい結巣となった。 また 2番目に大

きな標準偏回帰パラメーターを持つ独立変数は有効求人倍率、 3番目は l世帯当

り 消費支出となっており、経済活動の活発さを示す変数が上位に並んでいる 。

vi)前述した綿谷では決定係数 (R ')はo.9を越えていたが、ここでの 5つのモ

デル式とも決定係数は O.6から O.8の聞にあってやや低くな っ て い る 。 この型自と

して最も大き い とは、近年 における股業人 口の減少であろう 。 初谷 Cl972)の分析

でも、 1965年における股林業就業者 率の 低 い 県 (15県 )だけを対象にした場 合 に

は明瞭な結巣が得られていないこと か ら、都市においては、錯綜した要因によっ

て女子労働力率が規定されていると思われる 。

以上のクロス ・セクションによる女子労働力率の地域的差異の考察を多変量解

析法を用いて行なった結果を妥約すれば、次のようになる 。

一 口に女子労働とい っても、労働市場の構造は、非常に多機である 。 15-24歳

の年 齢層はとくに、高校 ・大学への進 学 やそれにともなう居住地移動がみられ、

また結婚 に よ る 労 働 市場からの退出も起きることが多 し、。 ここでの分析では、こ

の年齢層における地域的差異の特徴を:ill:回帰分析では明磁にすることはできなか

ったが、 そ の 理 由 は 、地域差が比較的小さいこと (少なくとも部 道府県別労働力

という集計されたデータによる分析では )、この年齢層に合まれる人 口が 多様で

あるためと考えられる 。

35-44歳および 45-54歳の年齢周では、 j辺村的地域と仰r1j的地域 とい う地域的

差異の 機 図が 農 家世帯 率という独立変数を通じて最もは っ き り と 表 れ て い る 。 '
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れは、 労 働力 率 の分布図からも読み取れるし、重回帰分析 の結果か ら も明 らかと

な った。 次 い で 重 要 な説明変数として l人 当 たり小 売 販 売 額が上 が り、都道 府県

別女 子 労働力率の変動の約 75%が説明された。

55-制裁の年齢層に関しては、 15-24放の年総!荷と同 じよ うに、そ の 地域 的変

動を明 確 に 説 明 で き なかった。 おそ ら く、この年総!日 の労 働 )J率の 数 Mは、 r:;j倫

化の進展の度合いが地域によって異 な るこ とや、地 TP_xの 個別l的状況 の 泣 い に よっ

てもたらされているのだろう 。

以上の分析から得られた知見を要約すれば、次のようにまとめられる 。 まず、

1955年から 1985年 の 問の女子就業率の時系列変化を考察した結果から明らかとな

ったのは以下の諸点である 。

i)1955年には市部の女子就業率は郡部に比べてかなり低かったが、最近 30年間

に市部で就業率が上昇し郡部で低下したことにより、 1985年の両地域の就業率は、

依然として郡部の方が市 部 よ り も 若干 上 回っ ているもの の 、 両 者 の 差 は か な り 縮

まった。

ii)年齢別女子就業率の特徴として、いわゆる M字型プロフィールが 1955年から

1985年の閥にかなり鮮明となり、市部と郡部lで差がなくなりつつある 。 これは、

市部で中年厨の就業 率 が大幅に上昇し、郡部では中年庖以外の年齢層の就業率が

低下し た こ と に 起 因 する 。

iii)市部 ・郡部ともに 15-19歳の年齢層で女子就業率が 大 幅 に 低 下 し た。 これ

は、高校 ・大学進学率の上昇に原因がある 。 大学進学率の上昇にもかかわらず 20

-24歳の年齢層では女 子 就業率が上昇したが、それには 初婚年齢の上昇や女子の

高等教育の特殊性、無業 者 の 減 少 、 な ど 複 数 の 理 由 が 複雑に絡んでいると推測さ

れる。

一方、 1985年におけ る都道府県別女子労働力率の地域 差 を説明するために行な

った重回帰分析から、次の三つの知見が得られた。

i)年齢別の回帰方程式を求めたところ、 15-24放 の 年齢層と他の年齢層とでは

女子就業率の地域的変動を説明する要因が呉なっており、 二 重労働市湯の存在が

推測された。

ii)中年層に該当する 35-44歳や 45-55歳の年齢層では 、都市であるか農村であ

るかが女子労働力の地域差を説明する最大の要因であったが、 15-24放の年齢層
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では各独立変数の寄与率 が 低 く 、 伝 大 の 要 因 と 言 え る ような要因は見あたらなか

った。

iii)既往 の 研 究 と 比較すると回帰式の説明力が低い結果となったが、その型由

は、日本の国全体が 1985年では股業就業者がかなりの水 準まで低下したためであ

ると推測される 。 都市地域における女子就業率の地域変動は、ここで取り上げた

他の要因も考慮する必要があるだろう 。

4 名古屋市における女子就業の動向と通勤ノfターン

( 1 )名古屋 市 に お け る女子就業の動向

前節では、全国レベ ルにおける都道府県別女子労働力率の地域 差を考察した。

そこで本館lでは、大都市における女子就業の精進を明らかにするために、名古屋

市を事例として取り上げ、その就業補i置の特色を明らかにする。さらに、就業に

付随する通勤パターノについても男 子と女千とで はかなり明日Lな迎いが認められ

るため、これをデータによって政認する 。

まず、大都市圏内に お け る 市 町 村 別 女 子 労 働 力 率 を 見ることによって、中心市

と郊外、縁辺部とに差が存在するのか否かを見ておく。補 - 8図は 1985年におけ

る名古屋大都市圏の市区町村別の 15~ 制裁の女子労働力率を示している。この図

を見てわかるように、一般に女子労働力率は成村部で高い。 これは、前節でみた

股 村 的地域と都市的地域との女子労働力率の対照的関係にほぼ対応する。そのた

め 、 名古屋市およびその周辺の都市化が進んだ地域では、全般的には女子労働力

率が低い傾向がみられる。とは言うものの、中心市および郊外地域の中でも、女

子労 働力率は地域的なばらつきはかなり大きい。 名 古 屋市東部の区および隣接す

る郊外地域では、かなり低い女子労働力率の値を示している 。 これは、ホワイト

カラーの居住者が相対的 に 多 い こ と や 、 世 帯 の 所 得 が 相対的に高いこと、転勤な

ど による居住地の移動が頻繁であることなどに原因があると恩われる。また都心

付近の区では、その周辺の地域よりも高い労働力率を示している 。

大都市の女子労働力率の推移も、前I節までに述べてきた全国的な傾向とほぼ同

様な傾向を示している 。 有Ii一日図は、東京都区部、大阪市、名古屋市の年齢別女

子労働力率の経年変化を示している。女子の産業別就業者の割合は、後に詳しく

ふれるが、大都市においては基本的にはそれほど変化しなかった。第 1/j(産業人

口の割合は、 1965年時点においてすでにかなり低い。 こうしたことから、都市部

と くに大都市において は、女子労働力率がかなり高まった と 言 え る 。
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資料 『国 勢調査』

次に、女子の就業構造をもう少し検討する 。 補 -10図は、 1965-85年の期間に

おける 名 古 屋 市 の 産 業別就業者率の変化を示している 。 東京都区部や大阪市も名

古屋市と類似した傾向 な の で 、 こ こ で は 名 古 屋 市 を 代 表にとる 。 名古屋市では、

製造業就業者率の低下と卸 ・ 小 売 業 就 業 者 率 の 上 昇が男女 に 共 通 し て 認 め ら れ る 。

製造業、卸・小売業、サービス業の 3部門の就業者数が全就業者数に占める割合
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は、 [985年には男子で 70.6%、

女子では 868 %と女子の方が は

るかに 高い。 これは、 全 国 レ ベ

ルでみ たものと同じ傾向 で あ る o 50 

しかし、全国の場合よりも炭林 40 

水産業の比率が低い分 だけ、よ

り 3部 門 に 集 中 し て いると言え

る。

次に 、こうした 女子労働の高

まりの 原因について述べる 。八

代([983)は、 要 因 を 女性労働力

の需要剖jの要因と供給 仰lの要因

とに区別して整理している 。需

要仰lの要因として、次の 2点が

挙げ られている 。①産業摘造の

変化 によって、機械化 の 進 ん だ

製造 業の労働需要が減 少 し 、 機

械化の 困難なサービス業等の第

3次産 業 の 労 働 需 要 が増大した。

② o J T (On勾 J0 か tralnlng仕

事を行 ないつつ身につける業務

上 の訓練〕と組み合わ さ っ た 終
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補 一 日図 3大都市の年齢別Ij_女子労働力率の推移

身雇用制、企業内組合制、年 rjJ 資料 f国勢調査』

賃 金などの日本的雇用慣行が生産変動に柔軟に対応できないため、企業はこの制

度 から排除された女性を補助労働力として活用した。 他方、供給制IJの要因として

は、次の 3占が挙げられている。①耐久消費財等の購入と、世帯規模の縮小 ・子

供の数の減少は家事労働を減少させた。②上 の 2つの需要仰lに要因により、通常

の勤務形態よりも短いパートタイムとしての就業が可能になり、これは、既婚女

性が市場労働と家事労働を効率的に時間配分することを 可能にした。③ 女性の学

歴水準の高まりと、 213rの石油危織による世郁所得の 11j1び悩みが、既婚女性の 労

働供給を促進した。

これらの要因は相互に関連しあっているため、個々の要 因が どれ だけ 女性 労働
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補 一10図 名古屋市の産業別就業者比率

資料 『国勢調査』

の増加に寄与しているかを測定するのは困難である 。 また、得られる地域的デー

タも少なし、。 そのため、名古屋市を事例に取り上げ市内における女子就業の地域

耳目J向 を検討し、次に女性労働の増加につながると思われる要因のうち、産業機造

の変化と、世帯規模の線小・子供の数の減少、の 2点に着目して検討を行なう。

(2)名古屋市における女性の就業精進

名古屋市の就業者数は、 1965年か ら1985年 の聞に、約 8万 2千人増加した。 こ

の増加の大部分は女子就業者の地加によるものであり、男 子 就 業 者 は ほ ん の わ ず

かしか 増 加 し て い な い。 この結果、男 子 の労働力率は 85.8%から 81.9 %へと低下

したのに対し、女子の労働力率は 44.5%から 48.2%へと 3.7%上昇した。 補 9図

でみたように、女子の 労働力率は中高年齢層で 10%近 く上昇したが、若年層の進

学率の上昇と人口の高齢化による非労働力人口の地大があるため、女 子 労働力率

の上昇は 全体 とし てはわずかとな っている。

各産 業 ご と の 雇 用 者率 (当該 産業就業者に占める雇用者の;J，1J合) にも、 20年間
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に変化がみ ら れ た ( 補 - 3表)。男子では、ほとんどの産業で雇用者率が低 下 し、

と く に建設業、製造業での低下が著しい。 女子の場合、建設業、製造業では低下

しているが、卸・小売業、サービス業でわずかであるが上昇している 。 男女に共

通して、卸 ・小売業の雇用者率は他産業の比べ相対的に低い。

補 3表 名古屋市の産業別雇用者率の推移(%)

~ 男子 女子

1965 1 975 1985 1965 1975 1985 

建 設 業 85. 2 7!. 4 69. 8 84. 1 63.6 59. 6 
製 造 業 89. 1 78. 2 78. 4 76. 6 68. 3 73 8 
卸 ・ 小売業 7!. 3 62. 2 66. 5 58. 6 58. 0 64 9 
金融・保険・不動産業 89. 6 79. 6 川 1884858848
連輸 ・通 信 業 97. 7 91. 2 90. 7 I 95 9 89 2 90 3 
電気 ・ガス ・水道業 99.7 98 5 98.7 ' 99 4 99.3 99.7 
サービス業 77. 1 72.2 74.4 I 70.7 71.4 76.9 

資料 『国勢調査』

次に、各区ごとの女子の産業別就業者 E容をみてみる(補 4表)。ただし、こ

の表は就業者の多い製造業、卸・小売業、サービス業のみの数値を掲げである。

補 4表 各区の女子の産業別就業者率(%)

~ 1 9 6 5年 1 9 8 5年

製造業 卸・小売業 サービス業 製造業 卸・小売業 サービス業

千種 19.3 38. 2 27.4 11.1 40.6 33. 8 

名東 9.7 39.2 35. 3 

東 29.3 37. 2 23. 7 17.4 43.2 27. 9 

jt 40.4 30. 1 17. 2 24.0 36.7 25. 0 

西 46.4 29. 1 14. 4 30.9 37. 1 21. 3 

中村 28.2 40. 2 20. 5 20.4 42.0 25. 3 

中 16.8 53. 9 22. 6 12.8 53.2 24. 8 

昭和 23.8 33.8 27. 2 15.2 39.4 33. 3 

天白 20.2 33.7 31. 2 

瑞穂 32.4 33. 1 21. 6 22. 1 36.3 29. 1 

熱田 34.7 35.5 19. 5 24.5 40.7 23. 8 

中川 39. 1 29.6 14. 3 29.6 35.1 21. 7 

港 30.3 26.8 18.2 27.5 32.9 23. 7 

南 41.1 27.6 18.8 31. 5 33. 1 24. 1 

守山 39.7 21. 2 17. 6 25.4 314 28. 1 

緑 38.2 21. 8 18. 1 28.4 29.6 27. 1 

名古屋市 32.8 33. 8 20. 1 22.8 37.2 26. 8 

資料 『国勢調査』
注〕名東区、天白区はそれぞれ千種区、昭和区より 1975年 2月に分区
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製造業に 注 目すると、 1965年には西区を筆頭に南区、北 区 で就 業者が 40%を超え

て いた。 とくに、西区、北 区、東区、 守 山区 では 10%以上 低下した。一方、都心

部の中区、中村区と東部の 千 租区、昭和 区 は両年次とも低い。 卸・小売 業、 サ ー

ビス業の就業者率は中区を除くすべての区で上昇した。 卸・小売業では中区で非

常に向く、サービス業では束部の区(千磁区、名東区、天白区、昭和区〉が高く

な っている 。

補 - 4表と向じように、男子についても各区ごとの産業別就業者 率 を求め、こ

の表と比較すると、次のような違いが認められる(表省略 )。 製造業就業者率の

低下と卸 ・小売業、サービス業就業者率の上昇は、女子と共通して、すべての区

に認められる が、女子よりも就業者率の 地域的 差 異が大き い。 た とえば、港 区で

は卸・小売業、サービス 業 就 業 者率 が市内で段低であり、運輸 ・通 信 業就業者率

が最高である。 製造業、卸・小売業、サービス業の就業者率の合計は 58.9%に過

ぎなし、。 反対に、中区では、倒l・小売業就業者率が他区よりもとびぬけて高く、

製造業、卸 ・小売業、サービス業の各産業就業者率の合計は 8l.7%と女子の水準

に近い。 また、 16区のうち半分の 8区で は 依 然 と し て 、製造業就業者 率 が卸 ・小

売業就業者率よりも高 L、。 こうした違 い は、前に述べた、女子 の就業分野が限定

されていることの結巣である 。

しかしながら、女子が各年齢層を通 じて同一のパターンを 示 して い るわけでも

{万人)

15-19 20-2': 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64広

補 一11図 名古屋市の産業別 ・年齢別の就業者と雇用者(女子〕

資料。 『国勢調査』
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ない。 補 一11図は、年齢階層別の産業別就業者および雇用者数を 主 要産業につい

てのみ示している 。 この図から、産業を大きく 2つに分けることができる。 第 l

のものは、 25-34歳 の 結婚・出産 JtIJを境として年齢が上がるにつれて就業者・雇

用者とも低下する産業である。これは、サービス業、金融・保険・不動産業にみ

られる 。 第 2のものは、 25-29放を谷として再び就業者・雇用者が地える産業で

あり、卸・小売業、製 造業がこれにあたる。

同じ補ー 11図で、各産業の就業者数と厄用者数の差は、非雇用者(自営業主、

家族従業者、管理者)の数を示している 。 若年層 (15-24歳 )の非雇用者数はど

の産業もわずかでしかなし、。 25-29放を境として、卸 ・小売業は非雇用者の増加

が大きく、雇用者の増大はわずかでしかな L、。 サービス業は、 25-39歳の問に雇

用者が急減し、それより 高 年 齢 層 で は 械 ぱ い で あ り 、 反 対に非雇用者は 25-39歳

で急 地している。製造業では、就業者数のカーブも雇用者数のカーブもよく似た

形をし ており、このことは、非庭用者数が若年層を除き、ほぽ同じであることを

意味する。 金融 ・保険 ・不動産業は非雇用者が少なく、就業者数と雇用者数はほ

ぼ同じである(補 3表参照)。 そして、 20-24歳にピークをもっ山 lつ型のパ

ターンを示す。 就業者数が少ないため図には示していないが、運輸・通信業も同

ーのタイプに属する 。

以上 の こ と か ら 、 就業の形態は産業によって異なることがわかる 。 そして、と

くに中 高 年 齢 層 の 女 子の雇用の点では、卸・小売業、製造業、サービス業の )1頂で

重要である。 また、卸 小売業が中高年で多くの就業者を 集めるのは、他産業に

比べて非雇用者の割合が高いからである 。

(3)女子労働増大の要因

上でみた通り、女子労働を産業別でみると、製造業就業者の減少と卸・小売業、

サービス業就業者の増 大 が あ っ た。 そ こ で 、 以 下 に お いては、名古屋市内におけ

る産業 の立 地動 向と 居住者の性格4構成の変化という、 JdJ労働を促進させる要因

のうちの 二 つを取り上げて検討する 。

1 )産業の地域的構成の変化

名 古屋市の製造業の立地動向については、森川(1978)、名古屋市経済局(1979)

の報 告があるので、その概要を述べる 。 森川によれば、 1965年からは75年の 10年

間に名古屋市全体で工場数が 12.7%減少した。とりわけ、食品、繊維、木材、家

具、窯業、精密機械といった業積で 20%以上工場が減少した。地域的には、都心
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に 隣接した地域や比較的近距離にある地区で、大幅な減少 を み た。 工場の規模別

では、中規筏工場が大幅に減少し小規模工湯が増加した。 中規模工場減少の原因

は、繊 維産業などの不況業種の業界再編にともなう工場閉 鎖 、 木 材 、 終 業 、 一 般

機械等の業種の工場の郊 外移転による市内工場の閉鎖が主 である 。 こうした傾向

を、名古屋市経済局 (979)は 、大都市地成で共通した現象であり、 「多種少量」

の需 妥への対応を反映したものと結論づけている 。 このことの女子就業への影響

は、補 4表と補 11図をあわせて考えることから読みとることができる。すな

わち、①北区・西区 ・守山区などのかつて繊維産業の比重が高かった地域では、

こ の 産業の衰退により女子の製造業就業者率が大幅に低下したこと、②中規模工

場 の 減少、小規模工場の上国大は、自営業主 ・家族従業者といった就業形態の就業

者数の 増大と雇用者の減少に結びっくこと、③雇用者の減少は、若年庖の女子の

製 造 業就業者の減少(なぜなら、若年屈の就業者の大部分は雇用者であるので )

と中 高年層就業者の大部分を占める家族従業者の増大をまねくこと、④港区に代

表される 大 規 模 工 場 の 多い重工業地域では、元来女子の就業者が少なく、製造業

就業者 率もそれほど低下していないこと、である。

次に、卸 ・小 売業 の動向を述べる 。 名古屋市の小売業の分布については、林 (1

977)や戸所 (981)による報告 が あ る 。 こ

れらの研究によれば、学 区別にみた小売

業販売額配分比率の増加地域は人口地加

地域である市の周縁部で、逆に減少地域

は都心周辺部である。商業統計によれば、

区別の 卸売業と小売業就業 者 の 1966年か

ら1985年の増加率は干lli-5表のようにな

る。だたし、この表は男 女の合計であり、

小売業は飲食広を除いである 。 そして、

就業者は従業地ベースの 数 で あ る。 この

表から、中、熱田、束、瑞穏といった都

心および都心周辺の区を除けば、小売業

の就業者数がかなり大幅に増えているこ

とがわかる。裕 一 3表でみたように、卸

・小売業の女子の雇用者率は約 65%の低

水準にとどまっていることを考えあわせ
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補 5表 卸・小売業就業者の推移

--------
卸売業 小売業

千種 343. 8 226. 6 

来 168. 6 104. 8 

北 201. 1 128. 1 

西 150. 0 140. 0 

中村 122. 4 122. 1 

中 87. 6 113. 0 

昭和 143. 3 178. 6 
瑞穂、 96. Z 108. 6 

熱田 135. 0 104 3 

中川 169. 1 163. 3 

港 377. 0 167. 9 

南 163. 2 128. 0 

守山 608. 2 253. 2 

総 384. 1 263. 5 

名 古 屋 市 138. 7 172. 0 

資料: r商業統計 J1966年， 1985年
注)1966年の就 業 者 数 を 100とした l時の

1985年の 就 業 者 数 の 釘l合。 名 東 区 ・

天白区は途，t，で分区のため、それぞ

千極区 ・昭和1[買に 0jjした 。



ると、 小売業の就業者が増加した区では、自営業主・家族従業者の就業形態をと

る就業者の増加もかなりあったと准定される。この夜は、 111i凹 (980)や船井 097

8)らの指摘と一致する。彼らの指摘は、わが同の小売業が 欧米諸国よりも人口当

りの小売広数が多く、スーパ一等の大量出!占にもかかわらず小光山総数、小売就

業者数とも年々増加して いるというものである 。 次に、卸光業の IリIJ[古lにふれる。

名古屋市の報告によれば、従業地へースの卸売業就業者の rli全 体 の 過 半 数 が 中 区

・中村区に集中する(名古屋市総務局， 19 80)。近年、都心 から都心周辺部へとそ

の分布範囲を広げつつあるが、 1979年時点でも、依然として 50%以上の卸売業就

業 者 が中区・中村区で働く。卸売の機能的な面からは、名古屋市は、東京、大阪

に 次 いでかなり広域的な仕入れ活動を行なうが、販売は東海・北陸に限定されて

いる 。 それゆえ。 卸売業従業者の増減は、全国的な流通の中で果たす名古屋市の

卸売機能の盛衰に依存すると 言 える 。

サービス業における女性労働の増大は、産業全体のサービス経済化に負うとこ

ろが大きし、。事業所統計によれば、 1966年から 1986年の聞に、 名古屋市を従業地

とするサービス業就業者は l4万 7千人から 27万 8千 人 へ と約倍増した。また、区

別にみるととくに守山区と 緑 区 で 市 全 体 の 伸 び を 大 き く 上回る伸びを示している 。

産業中分類でみた場合に、就業者数の地加の大きい業種は、物品賃貸業、情報サ

ービス・調査 ・広告業、その他の事業サービス業、専門サービス業、社会保険 ・

社会得祉、等の業種である 。 サービス業を大まかに分類する場合、事業所サービ

ス、個人サービス、公共サービス、娯楽サービスに分けることにみられるように、

サービスの 対象 はさ まざまである。 富 田 (19 8 2)は 、 大 阪 市において、事業所サー

ビスの中の情報サービス業と広告業をとりあげ、この業種が CB Dに立地する要

因を考察している 。 挙げられている理由は、サービスの対 象が比較的少数の国定

的な企業のため、というものである 。 けれども、個人サービスの場合には、これ

はあてはまらない。 ま た公共サービスも、その性質上、必ずしも都心に集中する

と は 限らない。従業地ベースで名古屋市に従業する女子雇用者のうち、中区と中

村区で就業する比率は、 1986年の時点で、製造業が l2.7 %、卸 ・小売業が 43.7%

に対し、サービス業は 30.3%となっている。雇用者数の点から見ると、サービス

業の都心への集中の度合いは、製造業と卸 ・小売業の中間にある 。 近年の傾向と

して、わが国では事業所サービスの伸びが大きいとの指摘がある(労働省， 198 l)。

1966~ 例年の簡の名古屋市におけるサービス業就業者の地加は、事業所サービス

が最大である。それゆえ、事業所サービスはサービス業全体の中で比重を高め、
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ま た 都心に集中する傾向をもつが、サービス業全体では 、卸・小売業ほど集中し

ていないと 言 える 。

2)世帯ff構成の変化

世帯構成の変化、とくに家族規模の縮小と子供の数の減 少 は 、 既 婚 女 性 の 家 事

労働の負担を軽減させるという点で、女性の労働市場への進出を容易にする 。

1965年から 1985年の 15年間に、名古屋市の人口は約 18万 人 (9. 3 % )増加したが、

この聞に世帯数は約 24万 (47.5%) 増加した。 その結果 、普通世帯 1世帯当り人

員は、 3.81人から 298人へと大きく減少した。 1世待:当たり子供数は、直接には

数値で とらえられないが、出産力(15-44歳の女性1.000人に対する 0-4歳の人口

の比率 ) を用いて、大まかに推定できる 。 1965年の出産力は、 318.9であったもの

が、 1985年には 267.0へと低下している 。

干iIi-12図は、家族規模の縮小、子供の数の減少などの世帯情成の変化を主;子の

ライフ・サイクルモデルとしてま

とめたものである。この図からも、

育児期に相当すると考えられる長

子出産から末子就業までの期間が

大幅に短縮されたことがわかる 。

また、平均寿命の伸び に よ り 、 末

子就業以降の年数が非常 に 長 く な

ったことも注目される。

しかし、家族規模の縮小が一義

的に、女性の市場労働 の 供 給 を 促

進するものでもなし、。樋口Cl979)

が指摘するように、家事労働を代

替する人が世帯の中に 存在するか

否かが就業行動に影響を与える。

核家族世帯の増大は、妻に家事労

働が任せられるという点で、女性

労働供給の抑制要因となる。とく

に幼児をもつ女性が就業する場合、

男性に比べ、家事と育児に費やす

時間的制約が大きい。 こうした、

補 12図 女子のライフ・サイクルのモデル

出典高橋Cl9B3)p.20より引用
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限られた資源としての時間を配分する行動 "の中では、通勤時間も男性と友性と

では持つ意味が異なってくる。

l狩に述べた産業構造 の変化と、上にみた家事労働軽減という女性の市場労働を

促進する 2つの要因は 、女性が就業行動を含む時間配分を決定する際に影響を与

える要因としてとらえ直すことができる 。 そこで次に、災なった時間配分という

縦点から、通勤ノfターンの男女差を検討する 。

(4)女子労 働と通勤ノぞターン

通勤時間が女性の通 勤行動に影響を 与えるのではないかという点はすでに述べ

た。 しかし一方では、通勤行動は女性の職場選択の反映とも考えられる 。 ともか

く、男性と比べて女性の場合、通勤行動と就業行動との関係はより複雑である。

1985年において、市内に常住する女子就業者の 21.3%が自宅、 39.1%が自区内

他所、 39.6%が市内他区 ・市外を従業地とする 。 これに対して男子就業者は、そ

れぞれ 13.1%、 26.0%、 60.9%である 。 もちろん、この数字には、女子の方が男

子より 雇 用 者 率 が 低 い こ と が 影 響 す る が 、 雇 用 者 率 の 差以上に従業地の差は大き

い(補 - 3表参照)。

就業者の従業地を年齢別にみたのが術 ー13図である。 若年閣では、女子の方が

男子 よりも市内他区 ・他市を従業地とする割合が高く、 自宅を従業地とする割合

が低くなっている。 25-29歳を境として、男女でこの関係が逆転している。 30歳

以上の 女 子 就 業 者 は 、その 20%以上が自宅を従業地とし 、 市 内 他 区 ・他市を従業

リJ

50 100% 

15-1日成

市内他区 ・市外

20-24政

25-29依

30-3，1成

35-44成

45-54は

55-64 ，~ 

補 13図 年齢別の従業地

資料。 「国勢制査』
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地とする割合は約 30%しかない。 もう 一 つの特徴は、男子の 年 齢層をi!liじた従業

地の変化が比較的わず かであるのに、女子では 25-29歳前 後 で 急 激 に 就 業 地 の 変

化が生じていることである 。 これは、制 ー11図と見比べることで理解できる 。 25

-29放を境として、ど の産業の女子就業者もその中に占め る 非 雇 用 者 の 釦l合が増

大している 。 中高年の女子の就業形態は、多くの場合、家族従業者の形をとるこ

とが、自宅を従業地とする 者 が 多 い 原 因 と 恩 わ れ る 。 他方、白区内他所や市内他

区 ・他市を従業地とする就業者を雇用者とみなすと、中高年齢層雇用者の従業地

にも男女差がみられる 。 男子では、白区内他所の比重が市内他区 ・他市の比重よ

りも低いのに対し、女子は反対になっている 。 女子 が 雇用者として自宅を離れて

就業する場合にも、男 性に比べて、より自宅近くで就業している。

区別 に み た 、 市 内 他区 ・4也市を従業地とする就業者の割合を男女それぞれにつ

いて求めたのが補 6表である 。 また、この数値の男女差も同じ表に示した。 全

般的に 東部の区で、市内他区 ・他 市 を 従 業 地 と す る 割 合が高い。 男女とも、名束

区で一番高い数値を示す。反対に、この割合が低いのは、中心部の中、中村、西

の各区と港区となっている。どの区においても、男女差 は 20%内外だが、 20%を

超えるのは、緑区の 28 6 %を筆頭に、名東区、千種区、昭和区、瑞穂区の )1頂で、

すべて東部の区である 。 反対に兇女差が小さいのは、港区、中区、東区の)1iIiであ

る。

こうした地域的な通勤のパター

ンの迷いを、これまでに述べてき

た産業の地域的 情 成から説明して

みる。 ま ず 、 市 内 他 区 ・他 市 を 従

業地 とする人の割合の男女差が小

さい港区、中区、東区は、区内に

女子の就業機会がかなり あ る た め

と思われる。 逆に、東部の区で差

が他地域よりも大きいのは、東部

には 製造 業の 就業 機会がないため

であろう。製造業の場合、 近 年 低

下して いる とは いえ 、男子の雇用

者率は卸 ・小売業、 サービス業よ

りも高し、。また、女子に比べても、

補 - 6表 市内他区・市外を従業地とする

就業者の割合とその男女差
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雇用者率は高い(徹i- 3表参照)。ところが、就業者全体に占める!tI造業就業省

の 割合は、女子よりも男子の方が高い。それゆえ、東部に常住する製造業就業者

は市内他区 ・ 市外へと就業段会を求めることになる。女 -f の場介、製~業就業者

率が低 く 、 製 造 業 就 業者の雇 m者率も低いことから、原 m.r，総数1'1体が ;JJチと比

べてかなり小さい。

本 節では、大都市における女子就業の状況を詳しく検討するために、名古屋市

を例にとり、その就業構造の特色と通勤との関連の分析を行なった。 その結果、

次のような長が明らかとなった。

近年において大都市では、とくに中高年齢層の女子労働力率が高まったが、こ

れは、卸 ・小売業とサービス業就業者の地大によるものである。名古屋市では、

市内の工業の衰退により、比較的小規模な工場の 比重が 高まった。 その結果、雇

用 者 率が低下し、雇用先としての地位も低くなった。 卸・小売業の雇用者率は、

産業の中でかなり低水準にあり、これは自営業主 ・家族 従業者という就業形態の

女子労 働力 をか なり 吸収している。 小売業は郊外化の傾 向を示しており、女子の

重要な就業先となっている。年齢別の女子の就業形態は、 25-29放を境として、

これより上の年齢層で 非雇用者が地大する。 こうした年齢 に よ る 就 業 形 態 の 違 い

は、従業地の差となって現れている 。

術論注

1) 市郡別 ・ 年齢階層別 ・ 産業 ~IJ 就業人口データが得られるのは 1955年の国勢調

査 報告からであるため、この年以降のデータを利用することとした。 また、女子

就業率の定義として、 15歳以上人口に占める就業者数を用いる場合と 15-64歳人

口に占める当該年齢層の就業者数を用いる場合があるが、ここでは後者の定義を

用いる。

2) 1985年時点における女子の進学率は、次のとおりであった。高 校進学率の全

国平均は 95.3%、県別 高校進学率の標準偏差は 1.13、大学進学率(含短大)の全

国平均は 33.9%、県別大学進学率の標準偏差は 7.120 

3)基礎素材型製造品、 j]ll工組立型製造品、生活関連型製造品の 3分類は、以下
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のとおりである 。 基礎素材型製造品は、工業統計表の中分類において、 16木材・

木製品、 18ノ勺レプ・紙・紙加工品、 20化学工業製品、 21石油製品・石炭製品、 22

プラスチック製品、 23 ゴム製品、 25~ 業・土石製品、 26鉄鋼、 27非鉄金属、 28金

属 製品の 10部 門 と し 、加工組立型製造品は、 29一般機微器具、 30電気機械器具、

31輸送用機械器具、 32精密機械器具、 33武器の 5部門、生活|刻述型製造品は、 12

食料品、 13欽料・飼料・たばこ、 14繊維工業製品、 15衣服・その他の繊維製品、

17家具 ・装備品、 19出版・印刷J.同閲巡品、 24なめしかわ ・同製品・毛皮、 34そ

の他の製品の 8部門とした。

4 )データの出所は次のとおりである。 y，-y 5の女子労働力率は、 1985年 「国

勢調査」、 X，の消費支出額は 1985年 「家計調査年報 」、 X，の有効求人倍率は 19

85年「職業安定業務統計 」、 X3の大学進学率は 1985年 「学校基本調を 」、 X.の

女子高卒初任給額は 1985年 「賃金センサス(賃金械il'Utl;本統計測資 )J、 X5の股

家世f持率 I;l:1985年「 股 業センサス 」、 X6の中小企業従事者不は 1986'1ミ「事業所統

計」、 X1と X.の 1人当たり小売業 ・卸売り業販売額は 1985'<1: I商業統引 」、 X

11........ X 11は 1985年 「工業統計 」。

5) 時間配分の理論の概略に関しては!l'i日章を参照のこと 。 また、こうした時間

配分理 論における時間 の 取 り 扱 い に 対 す る 地 理 学 か ら の 批判として、 Carlstein

and Thrift(1978)がある。
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